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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有効量の成分（Ａ２１）および（Ｂ）を含む除草剤組み合わせ物であって、成分（Ａ２
１）は、式（Ａ２１）の除草活性化合物またはその塩［除草剤（Ａ）］であり、
【化１】

　そして
　成分（Ｂ）は、除草活性化合物（Ｂ１）、（Ｂ２）および（Ｂ３）からなる群より選択
される１つまたはそれ以上の除草活性化合物（Ｂ）であって、ここで該除草活性化合物は
：
（Ｂ１）　以下からなる群より選択される、単子葉または双子葉の有害植物に対する発芽
後施用に特に適した除草活性化合物：
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　（Ｂ１．１）　チエンカルバゾン、およびそのエステルおよび塩、
　（Ｂ１．２）　テンボトリオン、およびその塩、
　（Ｂ１．３）　エチル［［３－［２－クロロ－５－［３，６－ジヒドロ－３－メチル－
２，６－ジオキソ－４－（トリフルオロメチル）－１（２Ｈ）－ピリミジニル］－４－フ
ルオロフェノキシ］－２－ピリジニル］オキシ］アセテート（ＳＹＮ－５２３）
　（Ｂ１．４）　ピロキシスラム、およびその塩、
　（Ｂ１．６）　４－ヒドロキシ－３－［［２－［（２－メトキシエトキシ）メチル］－
６－トリフルオロメチル－３－ピリジニル］カルボニル］ビシクロ［３．２．１］オクタ
－３－エン－２－オン（ＳＹＮ－４４９）、およびその塩、
（Ｂ２）　以下からなる群より選択される、双子葉有害植物に対する発芽後施用に特に適
した除草活性化合物：
　（Ｂ２．１）　ピラスルホトール、およびその塩、
　（Ｂ２．２）　トリフロキシスルフロン、およびその塩、
　（Ｂ２．３）　サフルフェナシル、およびその塩、
　（Ｂ２．４）　アミノピラリド、およびその塩、
　（Ｂ２．５）　エトフメセート、
　（Ｂ２．６）　アミノシクロピラクロル、およびその塩およびエステル、および
（Ｂ３）　以下からなる群より選択される、単子葉または双子葉の有害植物に対する発芽
前施用に適した除草活性化合物：
　（Ｂ３．１）　ピロキサスルホン（ＫＩＨ－４８５）、
である、上記除草剤組み合わせ物。
【請求項２】
　成分（Ｂ）が、
　（Ｂ１．１．２）チエンカルバゾン－メチル、（Ｂ１．２．１）テンボトリオン、（Ｂ
１．３）ＳＹＮ－５２３、（Ｂ１．４．１）ピロキシスラム、（Ｂ１．６．１）ＳＹＮ－
４４９、（Ｂ２．１．１）ピラスルホトール、（Ｂ２．２．２）トリフロキシスルフロン
ナトリウム塩、（Ｂ２．３．１）サフルフェナシル、（Ｂ２．４．１）アミノピラリド、
（Ｂ２．５）エトフメセート、（Ｂ２．６）アミノシクロピラクロル、およびその塩およ
びエステル、および（Ｂ３．１）ピロキサスルホン、からなる群より選択される１つまた
はそれ以上の活性化合物である、請求項１に記載の除草剤組み合わせ物。
【請求項３】
　活性化合物成分（Ａ２１）および（Ｂ）が１：１０００００～２０００：１の質量比で
存在する、請求項１または２に記載の除草剤組み合わせ物。
【請求項４】
　活性化合物成分（Ａ２１）および（Ｂ）が１：４００００～７５０：１の質量比で存在
する、請求項１～３のいずれか１項に記載の除草剤組み合わせ物。
【請求項５】
　活性化合物成分（Ａ２１）および（Ｂ）とは異なるタイプの作物保護剤を含む群からの
１つまたはそれ以上のさらなる成分を含む、請求項１～４のいずれか１項に記載の除草剤
組み合わせ物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の除草剤組み合わせ物および作物保護において通常
の１つまたはそれ以上の添加剤を含む、除草組成物。
【請求項７】
　有害植物を防除または植物成長を調節するための方法であって、植物、植物の一部、植
物種子または植物が生育する場所に、発芽前処理法によって、発芽後処理法によって、ま
たは発芽前処理法と発芽後処理法によって、一緒にまたは別々に、請求項１～５のいずれ
か１項に記載の除草剤組み合わせ物の活性化合物成分を施用することを含む、上記方法。
【請求項８】
　除草剤成分（Ａ２１）をヘクタールあたり０．０１～２０００ｇの活性物質の施用量で
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施用し、除草剤成分（Ｂ）をヘクタールあたり０．０１～１０００ｇの活性物質の施用量
で施用する、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　非農耕地のまたはプランテーション作物中の有害植物を防除するための、請求項７また
は８に記載の方法。
【請求項１０】
　適切な場合には、水で希釈した後、除草剤組み合わせ物の活性化合物を、作物保護にお
いて通常の１つまたはそれ以上の添加剤を含む除草組成物の形態で施用する請求項７～９
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　有害植物の防除または植物成長を調節するための、請求項１～５のいずれか１項に記載
の除草剤組み合わせ物の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、種子を作るために非農耕地において、または植物作物中で望ましくない植生
に対して用いることのできる作物保護製品の技術分野にあり、この作物保護製品は、除草
活性化合物として少なくとも２つの除草剤の組み合わせを含み、１つの除草剤成分は特定
の二環式に（ｂｉｃｙｃｌｉｃａｌｌｙ）置換されたアジン類からなる群より選択される
。
【背景技術】
【０００２】
　１つのアミノ基上に二環式基を有するＮ－置換ジアミノ－ｓ－トリアジンの構造分類由
来の化合物は、除草剤として公知である（例えば、特許文献１または特許文献２を参照の
こと）。この化合物は、発芽前処理法によって施用される場合および発芽後処理法によっ
て施用される場合の両方で広い範囲の有害植物に対して効果的であり、適当な場合薬害軽
減剤と組み合わせて望ましくない植生の抑制のための非選択的用途または作物中での選択
的用途が可能である。
【０００３】
　有害植物に対するこれらの除草剤の効果は高いレベルにあるが、一般的には施用量、該
当する製剤、有害植物の範囲、各場合において抑制すべき有害植物、気候条件および土壌
条件などに依存する。別の基準は作用の持続時間、または除草剤の分解速度である。適当
な場合、有害植物の感度の変化は、除草剤の長期使用または地理的制限内で起こる場合が
あり、考慮すべき事柄である。除草剤の施用量を増加させることによる個々の有害植物の
場合の作用の損失の補償は、例えばより大量に施用する場合でさえこのような手順が除草
剤の選択性をしばしば低減させるため、またはこの作用が向上しないため、除草剤の施用
量を増加させることによる個々の有害植物の場合における作用の損失の補償はある程度ま
で可能なだけである。いくつかの場合において、作物中の選択性は薬害軽減剤を添加する
ことにより向上させることが可能である。しかしながら、一般的には活性化合物のより低
い施用量で除草作用を達成する方法に対して必要性がある。施用量が低いほど、施用に必
要とされる活性化合物の量を低減させるだけでなく、概して必要とされる製剤補助剤の量
も低減することができる。このことが、除草剤処理にかかる資金投入の低減および生態適
合性の向上の両方を可能にする。
【０００４】
　除草剤の施用プロフィールを向上させる１つの可能性としては、活性化合物と所望の追
加特性に寄与する１つまたはそれ以上の他の活性化合物とを組み合わせることが考えられ
る。しかしながら、多くの活性化合物の併用はしばしば物理学的および生物学的に不適合
な現象、例えば共製剤の安定性の欠如、活性化合物の分解、または活性化合物の拮抗など
の現象を引き起こす。反対に所望されることは有利な活性プロフィール、高い安定性、お
よび可能であれば（合わせられる活性化合物の個別の施用と比較してその施用量を低減す
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ることができる）想像以上に相乗的に向上した作用を有する活性化合物の組み合わせであ
る。
【０００５】
　アリールアルキル基によってＮ－置換されている、広範に定義された分類のジアミノ－
ｓ－トリアジン由来の除草剤と他の除草剤との組み合わせが相乗効果をもたらし得ること
はすでに公知である（特許文献３を参照のこと）。１つのアミノ基上に二環式基を有する
ジアミノ－ｓ－トリアジンと他の除草剤との組み合わせの具体例は、この文献中には記載
されていない。構造的な変化に加え、活性の特徴の変化も認めることのできる、一方のア
ミノ基上にアリールアルキル基を有するジアミノ－ｓ－トリアジンと他方の二環式基を有
するジアミノ－ｓ－トリアジンとの差異は比較的大きいために、二環式に置換された化合
物（特にその個々の立体異性体）についての相乗作用は、原則的には同じように予測され
ない。
【０００６】
　特許文献４は、通常の成分として、アミノ基の１つにおいて二環式基で置換された２，
４－ジアミノ－１，３，５－トリアジンタイプの除草剤を含む除草剤組み合わせ物を開示
している。この除草剤組み合わせ物は、（例えばプランテーション作物中での）選択的施
用または非選択的施用での望ましくない植生の抑制または阻止に適切である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】ＷＯ－Ａ－９７／３１９０４
【特許文献２】ＵＳ－Ａ－６０６９１１４
【特許文献３】ＷＯ－Ａ－００／１６６２７
【特許文献４】ＷＯ２００６／００７９４７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、良好な生物学的施用プロフィールおよび理想的には、上述の複数の所
望の好ましい特性を有する、代替的または有利な除草剤組み合わせ物を提供することであ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、有効量の成分（Ａ）、および（Ｂ）を含む除草剤組み合わせ物を提供し、成
分（Ａ）は、１つまたはそれ以上の式（Ｉ）の除草活性化合物またはその塩［除草剤（Ａ
）］であり、
【化１】

　式中、
　Ｒ1は、Ｈまたは式ＣＺ1Ｚ2Ｚ3の群であり、ここで
　Ｚ1は、Ｈ、ハロゲン、（Ｃ1－Ｃ6）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ6）－ハロアルキル、［（
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Ｃ1－Ｃ4）－アルコキシ］－（Ｃ1－Ｃ6）－アルキル、非置換またハロゲン、（Ｃ1－Ｃ4

）－アルキルおよび（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアルキルからなる群より選択される１つもしくは
それ以上の基によって置換されている（Ｃ3－Ｃ6）－シクロアルキルであるか、または（
Ｃ2－Ｃ6）－アルケニル、（Ｃ2－Ｃ6）－アルキニル、（Ｃ2－Ｃ6）－ハロアルケニル、
（Ｃ4－Ｃ6）－シクロアルケニル、（Ｃ4－Ｃ6）－ハロシクロアルケニル、（Ｃ1－Ｃ6）
－アルコキシもしくは（Ｃ1－Ｃ6）－ハロアルコキシであり、
　Ｚ2は、Ｈ、ハロゲン、（Ｃ1－Ｃ6）－アルキルまたは（Ｃ1－Ｃ4）－アルコキシであ
るか；または
　Ｚ1およびＺ2は、ＣＺ1Ｚ2Ｚ3基の（示された）炭素原子と一緒になって（Ｃ3－Ｃ6）
－シクロアルキル基または（Ｃ4－Ｃ6）－シクロアルケニル基であり、２つ後者の基の各
々は非置換であるかまたは（Ｃ1－Ｃ4）－アルキルからなる群より選択される１つもしく
はそれ以上の基によって置換されており、かつ
　Ｚ3はＨ、（Ｃ1－Ｃ6）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ4）－アルコキシまたはハロゲンであり
、
　Ｒ2およびＲ3はそれぞれ互いに独立してＨ、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ4）－
ハロアルキル、（Ｃ3－Ｃ4）－アルケニル、（Ｃ3－Ｃ4）－ハロアルケニル、（Ｃ3－Ｃ4

）－アルキニル、（Ｃ3－Ｃ4）－ハロアルキニルまたはアシル基であり、
　Ｒ4は、Ｈ、（Ｃ1－Ｃ6）－アルキルまたは（Ｃ1－Ｃ6）－アルコキシであり、
　Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、それぞれ互いに独立してＨ、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル、（
Ｃ1－Ｃ3）－ハロアルキル、ハロゲン、（Ｃ1－Ｃ3）－アルコキシ、（Ｃ1－Ｃ3）－ハロ
アルコキシまたはシアノであり、かつ
　Ａは、式ＣＨ2もしくはＯの二価の基であるかまたは直接結合であり、
そして
【００１０】
　成分（Ｂ）は、除草活性化合物（Ｂ１）、（Ｂ２）および（Ｂ３）からなる群より選択
される１つまたはそれ以上の除草活性化合物（Ｂ）であって、ここで該除草活性化合物は
以下のとおりである：
（Ｂ１）　以下からなる群より選択される単子葉または双子葉の有害植物に対して発芽後
施用するのに特に適した除草活性化合物：
　（Ｂ１．１）　チエンカルバゾン、およびそのエステルおよび塩、
　（Ｂ１．２）　テンボトリオン、およびその塩、
　（Ｂ１．３）　エチル［［３－［２－クロロ－５－［３，６－ジヒドロ－３－メチル－
２，６－ジオキソ－４－（トリフルオロメチル）－１（２Ｈ）－ピリミジニル］－４－フ
ルオロフェノキシ］－２－ピリジニル］オキシ］アセテート（ＳＹＮ－５２３）
　（Ｂ１．４）　ピロキシスラム、およびその塩、
　（Ｂ１．５）　ペノキススラム、およびその塩
　（Ｂ１．６）　４－ヒドロキシ－３－［［２－［（２－メトキシエトキシ）メチル］－
６－トリフルオロメチル－３－ピリジニル］カルボニル］ビシクロ［３．２．１］オクタ
－３－エン－２－オン（ＳＹＮ－４４９）、およびその塩、
（Ｂ２）　以下からなる群より選択される双子葉有害植物に対して発芽後施用するのに特
に適した除草活性化合物：
　（Ｂ２．１）　ピラスルホトール、およびその塩、
　（Ｂ２．２）　トリフロキシスルフロン、およびその塩、
　（Ｂ２．３）　サフルフェナシル、およびその塩、
　（Ｂ２．４）　アミノピラリド、およびその塩、
　（Ｂ２．５）　エトフメセート、
　（Ｂ２．６）　アミノシクロピラクロル、およびその塩およびエステル、および
（Ｂ３）　以下からなる群より選択される単子葉または双子葉の有害植物に対して発芽前
施用するのに適した除草活性化合物：
　（Ｂ３．１）　ピロキサスルホン（ＫＩＨ－４８５）。
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【００１１】
　本発明に係る除草剤組み合わせ物は、さらなる成分、例えば有害生物（例えば、有害植
物、害虫または植物に害を与える菌類）に対する他の活性化合物、特に除草剤、殺菌剤、
殺虫剤、ダニ駆除剤、殺線虫剤および殺ダニ剤、ならびに関連する物質からなる群より選
択される特定の活性化合物、その他異なるタイプの作物保護剤（例えば薬害軽減剤、耐性
誘導剤（ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　ｉｎｄｕｃｔｏｒｓ））、植物成長調節剤および／また
は製剤補助剤およびまたは作物保護において通常の添加剤を含んでもよい。ここで、これ
らの成分は、製剤化（完成した製剤）されて一緒に施用されてもよく、さもなくばこれら
は別々に製剤化されて一緒に施用する（例えばタンク混合法によってまたは差時的施用に
よって）ことができる。
【００１２】
　成分（Ａ）として存在する式（Ｉ）の個々の除草活性化合物は、本明細書中以下で化合
物（Ａ）、活性化合物（Ａ）または除草剤（Ａ）とも記す。それに対応して成分（Ｂ）と
して存在する個々の除草活性化合物は、本明細書中以下で化合物（Ｂ）、活性化合物（Ｂ
）または除草剤（Ｂ）とも記す。
【００１３】
　除草剤（Ａ）および（Ｂ）の本発明に係る配合物について見出された有利な特性は、活
性化合物（Ａ）および（Ｂ）が互いに適合する、すなわち１つまたはそれ以上の活性化合
物の分解をもたらす、活性化合物（Ａ）および／または（Ｂ）の実質的な化学的不適合性
なしに、一緒に用いることができるということである。従って、製剤または噴霧溶液中の
活性化合物含有量の低下が避けられる。好ましい適合性もまた、組み合わせて施用した場
合の活性化合物の生物学的特性に達する。従って、有害植物の抑制における拮抗効果は、
一般的には本発明に係る活性化合物配合物では観察されない。従って、活性化合物（Ａ）
および（Ｂ）は、共施用または追加の作物保護活性化剤もしくは農薬に加えての施用に特
に適切である。可能性のある組み合わせ施用により、例えば、施用にて抑制または阻止す
べき有害植物のスペクトルの拡張、個々の施用における該当する除草剤の個々の施用量と
比較した場合の個々の除草剤（Ａ）および／または（Ｂ）の施用量の低減のような利用に
おける有利な効果がもたらされる。従って、これらの活性化合物の分解特性が促され、作
物植物の植え替えのためにより好適な条件が達成される。さらなる利点は、異なる作用機
構を有する活性化合物を組み合わせることにより、これらの活性化合物に対する有害植物
の耐性の発達が実質的に低減されるかまたは避けられるという事実である。
【００１４】
　特に驚いたことには、これらはまた比較的多数の経済的に重要な有害植物に対する活性
化合物（Ａ）および（Ｂ）の組み合わせ施用において、超付加的（＝相乗的）効果もある
。ここで、この配合物の活性は、使用される個々の除草剤の活性の予測合算値よりも強い
。
【００１５】
　この相乗効果により施用量を低減することができ、さらに抑制すべき広葉雑草およびイ
ネ科雑草のスペクトルがより広がり、除草剤作用の開始がより早まり、より長く残留し、
唯一またはいくつかの施用での有害植物のよりよい抑制および施用可能期間を広げること
が可能となる。この組成物を用いることにより、ある程度窒素またはオレイン酸のような
有害成分の量およびそれらの地中への導入も同様に減少させることができる。
【００１６】
　上述の特性および利点は、望ましくない競合植物なしに農業作物を保つための雑草抑制
の実施のために望ましく、それにより質的および量的な角度から、土地のレベルを確保お
よび／または増強することができる。これらの新規配合物は、記載した特性の観点から、
この分野の技術状態を明らかに凌駕するものである。
【００１７】
　活性化合物（Ａ）および（Ｂ）を共に施用した場合、相乗効果が観察される；しかし、
これらの化合物を長期間にわたり分割施用として施用する場合にもその相乗効果が頻繁に
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起こりうる。別の可能性としては、除草剤（Ａ）もしくは（Ｂ）または除草剤組み合わせ
物（Ａ）および（Ｂ）の複数部分での施用（連続施用）である。例えば、１回もしくはそ
れ以上の発芽前施用の後に発芽後施用、または発芽後初期施用の後に発芽後中期施用もし
くは後期施用を行うこともできる。該当する活性化合物配合物は、適切な場合は複数の場
所において、同時または同時に近い施用が好ましい。しかしながら、異なるときにこの配
合物の個々の活性化合物を施用することも可能であり、これは個々の場合において有利で
あり得る。例えば、体系施用において上述の他の活性化合物（他の除草剤、殺菌剤、殺虫
剤、殺ダニ剤など）および／または種々の助剤、アジュバンドおよび／または化学肥料の
ような他の作物保護剤を組み込むことも可能である。
【００１８】
　発芽前処理法または発芽後処理法による施用は、その用語が用いられる内容によって、
それぞれ有害植物が地上に見えるようになった時点の前もしくは後に活性化合物を施用す
るという意味、またはそれぞれ作物植物の発芽前および作物植物の発芽後に有害植物に対
して活性化合物を施用するという意味で理解されるべきである。
【００１９】
　除草活性化合物（Ａ）の化合物についての式（Ｉ）および全てのその後の式において、
以下の定義を適用する：
　式（Ｉ）はまた、その特定の立体化学的配置が式により明確に表示されない化合物の全
ての立体異性体およびその混合物も包含する。式（Ｉ）のこのような化合物は１つもしく
はそれ以上の非対称に置換された炭素原子、または、式（Ｉ）において特に言及していな
い二重結合を含む。エナンチオマー、ジアステレオマー、ＺおよびＥ異性体のような、そ
れらの特定の空間的形態により定義される全ての可能な立体異性体は式（Ｉ）に包含され
、そして、これらの立体異性体は、立体異性体の混合物から慣用的な方法により、または
、立体化学的に純粋な出発物質の使用と組み合わせた立体選択的な反応により得ることが
できる。
【００２０】
　適切な無機または有機酸、例えばＨＣｌ、ＨＢｒ、Ｈ2ＳＯ4もしくはＨＮＯ3またはシ
ュウ酸もしくはスルホン酸を塩基性の基、例えばアミノまたはアルキルアミノに添加する
ことにより、式（Ｉ）の化合物は塩（例えば塩酸塩、臭化水素酸塩、硫酸塩、および硫酸
水素塩（ｈｙｄｒｏｈｙｄｒｏｇｅｎ　ｓｕｌｆａｔｅ））を形成することができる。脱
プロトン化された形態において存在する適当な置換基、例えばスルホン酸またはカルボン
酸は、アミノ基のような部分的にプロトン化されていることができる基と共に内部塩を形
成することができる。また、適当な置換基、例えばスルホン酸またはカルボン酸における
水素を農薬的に有用であるカチオンで置き換えることにより塩を形成することもできる。
これらの塩は、例えば金属塩、特にアルカリ金属塩またはアルカリ土類金属塩、特にナト
リウムおよびカリウム塩、またはアンモニウム塩、有機アミンとの塩または第４級アンモ
ニウム塩である。
【００２１】
　「（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル」という用語は炭素原子１～４個を有する開鎖のアルキルに
対する略記であり、即ち、これはメチル、エチル、１－プロピル、２－プロピル、１－ブ
チル、２－ブチル、２－メチルプロピルまたはｔ－ブチル基を包含する。相応に、炭素原
子のより広範に表記されている範囲を有する一般的なアルキル基、例えば「（Ｃ1－Ｃ6）
－アルキル」もまたより多数の炭素原子を有する直鎖または分枝鎖のアルキル基、即ち例
えば、５および６個の炭素原子を有するアルキルを包含する。
【００２２】
　特段の記載が無い限り、より低級の炭素骨格、例えば炭素原子１～６個を有するもの、
または、不飽和基の場合は、炭素原子２～６個を有するものが、複合基も含めてアルキル
、アルケニルおよびアルキニル基のような炭化水素基として好ましい。アルコキシ、ハロ
アルキル等のような複合体の意味も含めたアルキル基は、例えば、メチル、エチル、ｎ－
またはｉ－プロピル、ｎ－、ｉ－、ｔ－または２－ブチル、ペンチル、ヘキシル、例えば
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ｎ－ヘキシル、ｉ－ヘキシルおよび１，３－ジメチルブチル、ヘプチル、例えばｎ－ヘプ
チル、１－メチルヘキシルおよび１，４－ジメチルペンチルであり；アルケニルおよびア
ルキニル基はアルキル基の意味に相当する可能な不飽和の基を指し；アルケニルは例えば
、ビニル、アリル、１－メチル－２－プロペニル、２－メチル－２－プロペニル、２－ブ
テニル、ペンテニル、２－メチルペンテニルまたはヘキセニル、好ましくはアリル、１－
メチルプロパ－２－エン－１－イル、２－メチルプロパ－２－エン－１－イル、ブタ－２
－エン－１－イル、ブタ－３－エン－１－イル、１－メチルブタ－３－エン－１－イルま
たは１－メチルブタ－２－エン－１－イルである。（Ｃ2－Ｃ6）－アルキニルは例えばエ
チニル、プロパルギル、１－メチル－２－プロピニル、２－メチル－２－プロピニル、２
－ブチニル、２－ペンチニルまたは２－ヘキシニル、好ましくはプロパルギル、ブタ－２
－イン－１－イル、ブタ－３－イン－１－イルまたは１－メチル－ブタ－３－イン－１－
イルである。
【００２３】
　シクロアルキルは好ましくは３～８個の炭素原子を有する炭素環の飽和環系を指し、例
えばシクロプロピル、シクロブチル、シクロペンチルまたはシクロヘキシルである。
【００２４】
　シクロアルケニルは好ましくは４～８個の炭素原子を有する炭素環の非芳香族の部分不
飽和の環系を指し、例えば１－シクロブテニル、２－シクロブテニル、１－シクロペンテ
ニル、２－シクロペンテニル、３－シクロペンテニル、または１－シクロヘキセニル、２
－シクロヘキセニル、３－シクロヘキセニル、１，３－シクロヘキサジエニルまたは１，
４－シクロヘキサジエニルである。
【００２５】
　ハロゲンとは例えば、フッ素、塩素、臭素またはヨウ素を指す。ハロアルキル、－アル
ケニルおよび－アルキニルは、それぞれ、好ましくはフッ素、塩素および臭素よりなる群
から選択される、特にフッ素および塩素よりなる群から選択される、同一かまたは異なる
ハロゲン原子で部分的または完全に置換された、アルキル、アルケニルおよびアルキニル
を指し、例えばモノハロアルキル、パーハロアルキル、ＣＦ3、ＣＨＦ2、ＣＨ2Ｆ、ＣＦ3

ＣＦ2、ＣＨ2ＦＣＨＣｌ、ＣＣｌ3、ＣＨＣｌ2、ＣＨ2ＣＨ2Ｃｌであり；ハロアルコキシ
は例えばＯＣＦ3、ＯＣＨＦ2、ＯＣＨ2Ｆ、ＣＦ3ＣＦ2Ｏ、ＯＣＨ2ＣＦ3およびＯＣＨ2Ｃ
Ｈ2Ｃｌであり；これはハロアルケニルおよび他のハロゲン置換された基にも相応に適用
する。
【００２６】
　炭素原子を有する基の場合において、１～４個の炭素原子、好ましくは１～２個の炭素
原子を有する基が好ましい。一般的にはハロゲン（例えばフッ素および塩素）、（Ｃ1－
Ｃ4）－アルキル（好ましくはメチルまたはエチル）、（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアルキル（好
ましくはトリフルオロメチル）、（Ｃ1－Ｃ4）－アルコキシ（好ましくはメトキシまたは
エトキシ）、（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアルコキシ、ニトロおよびシアノからなる群より選択さ
れる置換基が好ましい。ここで特に好ましいのは、置換基メチル、メトキシ、フッ素およ
び塩素である。
【００２７】
　アシルは、形式的には酸性官能基からヒドロキシル基を除去することにより形成される
有機酸の基を指し、酸中の有機基はヘテロ原子を介して酸性官能基に結合されることがで
きる。アシルの例は、カルボン酸ＨＯ－ＣＯ－Ｒのうちの基－ＣＯ－Ｒおよびそれから誘
導される酸の基、例えばチオカルボン酸、非置換もしくはＮ－置換イミノカルボン酸また
は炭酸モノエステル、Ｎ－置換カルバミン酸、スルホン酸、スルフィン酸、Ｎ－置換スル
ホンアミド酸、ホスホン酸、ホスフィン酸の基である。
【００２８】
　アシルとは例えばホルミル、アルキルカルボニル、例えば［（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル］
カルボニル、フェニルカルボニル、アルキルオキシカルボニル、フェニルオキシカルボニ
ル、ベンジルオキシカルボニル、アルキルスルホニル、アルキルスルフィニル、Ｎ－アル
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キル－１－イミノアルキルおよび他の有機酸の基を示す。本発明においては、これらの基
は各々の場合において更にアルキルまたはフェニル部分において、例えばアルキル部分に
おいて、ハロゲン、アルコキシ、フェニルおよびフェノキシからなる群より選択される１
つまたはそれ以上の基により置換されてよく；フェニル部分における置換基の例は置換フ
ェニルに関して一般的な態様において、すでに前記した置換基である。
【００２９】
　アシルは好ましくはより狭義のアシル基、即ち酸基が有機基の炭素原子に直接結合して
いる有機酸の基を指し、例えばホルミル、アルキルカルボニル、例えばアセチルまたは［
（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル］カルボニル、フェニルカルボニル、アルキルスルホニル、アル
キルスルフィニルおよび他の有機酸の基である。
【００３０】
　一般的な基が「水素」と定義される場合は、これは結合した水素原子を意味する。
【００３１】
　基（例えばアルキル基）の「イル位」とはその結合点を指す。
【００３２】
　以下の記載において、本発明により使用できる式（Ｉ）の化合物およびその塩は「本発
明に係る化合物（Ｉ）」と略記する場合もある。
【００３３】
　式（Ｉ）の化合物は、原則的にはＷＯ９７／３１９０４より公知であるかまたは本明細
書に記載した手順によって製造することができる。特に注目するのは式（Ｉ）の化合物ま
たはその塩であり、該化合物において
　Ｒ1は、Ｈまたは式ＣＺ1Ｚ2Ｚ3の群であり、ここで
　　Ｚ1は、Ｈ、ハロゲン、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアルキル、［
（Ｃ1－Ｃ4）－アルコキシ］－（Ｃ1－Ｃ6）－アルキル、または非置換またハロゲン、（
Ｃ1－Ｃ4）－アルキルからなる群より選択される１つもしくはそれ以上の基によって置換
されている （Ｃ3－Ｃ6）－シクロアルキルであるか、または （Ｃ2－Ｃ4）－アルケニル
、（Ｃ2－Ｃ4）－アルキニル、（Ｃ1－Ｃ4）－アルコキシまたは（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアル
コキシであり；
　　Ｚ2は、Ｈ、ハロゲン、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキルであるか、あるいは
　　Ｚ1およびＺ2は、これらの基に結合する炭素原子と一緒になって（Ｃ3－Ｃ6）－シク
ロアルキル基であり、かつ
　　Ｚ3は、Ｈ、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ2）－アルコキシまたはハロゲンで
あり、
　Ｒ2は、Ｈ、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアルキル、（Ｃ3－Ｃ4）－
アルケニル、（Ｃ3－Ｃ4）－ハロアルケニル、（Ｃ3－Ｃ4）－アルキニル、（Ｃ3－Ｃ4）
－ハロアルキニルまたは１～１２個の炭素原子を有するアシル基であって、該アシル基は
、好ましくはホルミル、フェニルカルボニル、フェノキシカルボニルからなる群より選択
される基であって、前出の２つの基の中のフェニルは、非置換であるかまたはハロゲン、
（Ｃ1－Ｃ2）－アルキル、（Ｃ1－Ｃ2）－ハロアルキル、（Ｃ1－Ｃ2）－アルコキシ、（
Ｃ1－Ｃ2）－ハロアルコキシおよびニトロ、ならびに（Ｃ1－Ｃ6）－アルキル－カルボニ
ル、（Ｃ1－Ｃ6）－アルコキシ－カルボニルおよび（Ｃ1－Ｃ6）－アルキル－スルホニル
からなる群より選択される１つまたはそれ以上の基で置換されており、
　Ｒ3は、Ｈ、（Ｃ1－Ｃ4）－アルキルまたは（Ｃ1－Ｃ4）－ハロアルキルであり、
　Ｒ4は、Ｈ、（Ｃ1－Ｃ3）－アルキルまたは（Ｃ1－Ｃ3）－アルコキシであり；
　Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7およびＲ8は、それぞれ互いに独立してＨ、（Ｃ1－Ｃ3）－アルキル、ハ
ロゲン、（Ｃ1－Ｃ3）－アルコキシであり、
　Ａは、式ＣＨ2もしくはＯの二価の基であるか、または直接結合であり、好ましくはＣ
Ｈ2または直接結合、特に好ましくは直接結合である。
【００３４】
　好ましくは、式（Ｉ）の光学活性化合物およびその塩であり、式（Ｉ）において１と記
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されている炭素原子における立体化学配置が、立体化学的純度６０～１００％（Ｒ）、好
ましくは７０～１００％（Ｒ）、特に好ましくは８０～１００％（Ｒ）（各々この位置に
おける（Ｒ）－および（Ｓ）－配置を有する立体異性体の含有量を基準とする）の（Ｒ）
－配置である。この立体配置は、Ｃａｈｎ／Ｉｎｇｏｌｄ／Ｐｒｅｌｏｇシステムを用い
て決定されていると考えられ、位置１における置換基の優先度は以下のとおりである：
優先順位１．置換ＮＨ；優先順位２．フェニル環への結合；優先順位３．他の炭素環原子
；優先順位４．水素原子。
【００３５】
　式中Ｒ1が式ＣＺ1Ｚ2Ｚ3基（ここでＣＺ1Ｚ2Ｚ3は上で定義したとおりである）である
式（Ｉ）の光学活性化合物およびその塩がさらに好ましく、具体的にはＣＺ1Ｚ2Ｚ3基の
炭素原子における立体化学配置が立体化学的純度６０～１００％（Ｒ）、好ましくは７０
～１００％（Ｒ）、特に好ましくは８０～１００％（Ｒ）（各々この位置における（Ｒ）
－および（Ｓ）－配置を有する立体異性体の含有量を基準とする）の（Ｒ，Ｓ）－配置ま
たは（Ｒ）－配置であるこれらの化合物である。
【００３６】
　適切な組み合わせパートナー（Ａ）は、例えば、以下の表１の式（Ｉ）の特定化合物で
ある。
【００３７】
　表１の注記：表１において、これらの化合物は、その化合物の少なくとも９５質量％の
化学純度で存在している主成分の化学式によって示される。もちろんより低い純度の化合
物も用いることができる。特に、化合物の少量成分が、ほとんどまたは全てそれぞれの化
合物（Ａ）の活性立体異性体からなる場合、施用中同様の効果が得られる。従って、好ま
しい除草剤（Ａ）はまた、表１の２つまたはそれ以上の化合物（Ａ）の化合物でもある。
調製をより容易にするために、実際には除草剤（Ａ）が主成分として表１の化合物（Ａ）
、副成分として化合物（Ａ）の立体異性体（これらも表１に示されていることが好ましい
）を含むことが特に好ましい。
【００３８】
　表１で該当する化学式において、炭素原子の立体化学配向が与えられ、さらにその立体
化学配向がＣａｈｎ－Ｉｎｇｏｌｄ－Ｐｒｅｌｏｇシステムを用いて割り当てられる場合
、この化合物の主成分は炭素原子にＲ－またはＳ－配置を持つ立体異性体または立体異性
体混合物であって；そのため化合物（Ａ）は光学的に活性であると言われる。
【００３９】
　その立体化学構造がＲ－またはＳ－配置で割り当てられない場合、化合物の主成分は、
該当する炭素原子においてＲＳ－配置を有する化合物（ラセミ体）である。
【００４０】
　複数の立体中心が存在し、それぞれの場合の配置がＲまたはＳと割り当てられた場合、
これらは場合により言及された立体中心において前述の立体化学を有する光学活性化合物
である。
【００４１】
　複数の立体中心の場合において、Ｒ－またはＳ－配置が割り当てられない場合、その化
合物はラセミ混合物、すなわちそこに含まれている非キラル立体異性体（一対のエナンチ
オマーのエナンチオマー）が混合物中に同じ比率で存在している。より具体的に示さない
限り、表１において複数の立体中心を有するラセミ化合物（Ａ）の場合は、そのジアステ
レオ異性体成分が、ほぼ同じ比率で存在している。しかしながら、実際の施用に関しては
複数の立体中心を有するラセミ化合物の場合には、ジアステレオ異性体成分を異なる比率
で有するジアステレオマーの混合物（各場合においてラセミ型）という形態が可能である
。
【００４２】
　二環式基においては、アミノ基に結合する炭素原子は炭素原子１である。側鎖（その基
がＨでない限り）においては、トリアジン環に直接結合している炭素原子が１*とされる
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【００４３】
【表１】

【００４４】
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【表２】

【００４５】
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【表３】

【００４６】
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【表４】

【００４７】



(15) JP 5577261 B2 2014.8.20

10

20

30

40

【表５】
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【表６】

【００４９】
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【表７】

【００５０】
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【表８】

【００５１】
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【表９】

【００５２】
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【表１０】

【００５３】
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【表１１】
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【表１２】

【００５５】
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【表１３】

【００５６】
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【表１４】
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【表１５】

【００５８】
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【表１６】

【００５９】
　除草剤（Ａ）の施用量は基本的には既知であり、ヘクタールあたり０．０１～２０００
ｇの範囲の活性化合物、好ましくはヘクタールあたり０．０２～１０００ｇの活性化合物
、特定的にはヘクタールあたり０．５～７５０ｇの活性化合物である。本発明に係る配合
物では、前述の施用量の説明において、該当する活性化合物はそれ自体の施用と比較して
主により低い施用量、好ましくはヘクタールあたり０．０１～１０００ｇの活性物質、特
定的にはヘクタールあたり０．０２～５００ｇの活性物質が必要とされる。
【００６０】
　好ましい組み合わせパートナー（Ａ）は、２，４－ジアミノ－ｓ－トリアジン部分が場
合によってインダニル基、テトラヒドロナフチル基または４－クロマニル基でＮ－置換さ
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れている表１の化合物である。本明細書中では、化合物（Ａ１）、（Ａ２）、（Ａ３）、
（Ａ４）、（Ａ５）、（Ａ６）、（Ａ７）、（Ａ８）、（Ａ９）、（Ａ１０）、（Ａ１１
）、（Ａ１３）、（Ａ１６）、（Ａ１７）、（Ａ１８）、（Ａ１９）、（Ａ２１）、（Ａ
２２）、（Ａ２３）、（Ａ２４）、（Ａ２５）、（Ａ２６）、（Ａ２８）、（Ａ２９）、
（Ａ３０）、（Ａ３１）、（Ａ３２）、（Ａ３３）、（Ａ３４）、（Ａ３５）、（Ａ３６
）、（Ａ３７）、（Ａ３８）、（Ａ４１）、（Ａ４２）、（Ａ４３）、（Ａ４４）、（Ａ
５３）、（Ａ５４）、（Ａ５５）、（Ａ５６）、（Ａ６３）、（Ａ６５）、（Ａ６６）、
（Ａ６９）、（Ａ７０）、（Ａ７１）、（Ａ７２）、（Ａ７３）、（Ａ７４）、（Ａ７５
）、（Ａ７６）、（Ａ７７）、（Ａ７９）、（Ａ８２）、（Ａ８３）、（Ａ８４）、（Ａ
８５）、（Ａ８６）、（Ａ８７）、（Ａ８９）、（Ａ９０）、（Ａ９１）、（Ａ９２）、
（Ａ９３）、（Ａ９４）、（Ａ９５）、（Ａ９６）、（Ａ９７）、（Ａ１００）、（Ａ１
０１）、（Ａ１０２）、（Ａ１０３）、（Ａ１１２）、（Ａ１１３）、（Ａ１１４）、（
Ａ１１５）、（Ａ１２２）、（Ａ１２４）、（Ａ１２５）およびこれらの混合物が好まし
い。
【００６１】
　本明細書中では場合により、列挙されているそれぞれが位置１の炭素原子に関して（各
場合にこの位置において（Ｒ）および（Ｓ）配置を有する立体異性体の含有量に基づいて
）６０～１００％（Ｒ）、好ましくは７０～１００％（Ｒ）、特定的には８０～１００％
（Ｒ）の立体化学的純度（光学純度）を有している、光学活性化合物（Ａ１）、（Ａ２）
、（Ａ３）、（Ａ４）、（Ａ５）、（Ａ６）、（Ａ７）、（Ａ８）、（Ａ９）、（Ａ１０
）、（Ａ１１）、（Ａ１３）、（Ａ１６）、（Ａ１７）、（Ａ１８）、（Ａ１９）、（Ａ
２１）、（Ａ２２）、（Ａ２３）、（Ａ２４）、（Ａ２５）、（Ａ２６）、（Ａ２８）、
（Ａ２９）、（Ａ３０）、（Ａ３１）、（Ａ３２）、（Ａ３３）、（Ａ３４）、（Ａ３５
）、（Ａ３６）、（Ａ３７）、（Ａ３８）、（４１）、（Ａ４２）、（Ａ４３）、（Ａ４
４）、（Ａ５３）、（Ａ５４）、（Ａ５５）、（Ａ５６）、（Ａ６３）、（Ａ６５）、（
Ａ６６）、（Ａ６９）も好ましい。好ましい成分（Ａ）はまた、上記のこの光学活性化合
物（Ａ）の混合物、（立体化学配置のみが異なる）同じ化学構造を持つ好ましい化合物も
含む。例えば、光学活性化合物の組み合わせ（Ａ９）＋（Ａ１１）、（Ａ２１）＋（Ａ２
２）、（Ａ２３）＋（Ａ２４）、（Ａ２８）＋（Ａ２９）、（Ａ３２）＋（Ａ３３）（こ
こで、これらの比率は広範囲で変化してもよい）が好ましい。
【００６２】
　列挙されたラセミ化合物（Ａ６９）、（Ａ７０）、（Ａ７１）、（Ａ７２）、（Ａ７３
）、（Ａ７４）、（Ａ７５）、（Ａ７６）、（Ａ７７）、（Ａ７９）、（Ａ８２）、（Ａ
８３）、（Ａ８４）、（Ａ８５）、（Ａ８６）、（Ａ８７）、（Ａ８９）、（Ａ９０）、
（Ａ９１）、（Ａ９２）、（Ａ９３）、（Ａ９４）、（Ａ９５）、（Ａ９６）、（Ａ９７
）、（Ａ１００）、（Ａ１０１）、（Ａ１０２）、（Ａ１０３）、（Ａ１１２）、（Ａ１
１３）、（Ａ１１４）、（Ａ１１５）、（Ａ１２２）、（Ａ１２４）、（Ａ１２５）およ
びこれらの混合物もまた好ましい。
【００６３】
　化合物（Ａ１２）、（Ａ１４）、（Ａ２０）、（Ａ２７）、（Ａ４０）、（Ａ４５）、
（Ａ４６）、（Ａ４７）、（Ａ４８）、（Ａ５２）、（Ａ６２）、（Ａ６７）、（Ａ６８
）、（Ａ７８）、（Ａ８０）、（Ａ８８）、（Ａ９９）、（Ａ１０４）、（Ａ１０５）、
（Ａ１０６）、（Ａ１０７）、（Ａ１１１）、（Ａ１１６）、（Ａ１２１）、（Ａ１２６
）、（Ａ１２７）およびこれらの混合物もまた好ましい。ラセミ化合物およびこれらの光
学純度に関しては、上記で述べたことをこの群の化合物に同様に適用する。
【００６４】
　化合物（Ａ１５）、（Ａ３９）、（Ａ４９）、（Ａ５０）、（Ａ５１）、（Ａ５７）、
（Ａ５８）、（Ａ５９）、（Ａ６０）、（Ａ６１）、（Ａ６４）、（Ａ８１）、（Ａ９８
）、（Ａ１０８）、（Ａ１０９）、（Ａ１１０）、（Ａ１１６）、（Ａ１１７）、（Ａ１
１８）、（Ａ１１９）、（Ａ１２０）、（Ａ１２３）およびこれらの混合物もまた好まし
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い。ラセミ化合物およびこれらの光学特性に関しては、上記で述べたことをこの群の化合
物に同様に適用する。
【００６５】
　適切な組み合わせパートナー（Ｂ）［＝成分（Ｂ）］は、サブグループ（Ｂ１）～（Ｂ
３）の活性化合物であって、これらの除草活性化合物は、多くの場合参考文献「Ｔｈｅ　
Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ」１４ｔｈ　Ｅｄ．、Ｂｒｉｔｉｓｈ　Ｃｒｏｐ　Ｐ
ｒｏｔｅｃｔｉｏｎ　Ｃｏｕｎｃｉｌ　２００６（省略して「ＰＭ」）に従った慣用名ま
たは一般的な命名法（ＩＵＰＡＣまたはＣｈｅｍｉｃａｌ　Ａｂｓｔｒａｃｔｓ）に従っ
た化学名で呼ばれる。
【００６６】
　（Ｂ１）、（Ｂ２）および（Ｂ３）からなる群より選択される除草活性化合物は個々に
は以下のとおりである：
（Ｂ１）　単子葉または双子葉の有害植物に対する発芽後施用に特に適切な除草活性化合
物であって、以下からなる群より選択される：
　（Ｂ１．１）　チエンカルバゾンならびにそのエステルおよび塩（ＷＯ０１／０５７８
８）、具体的には
　　（Ｂ１．１．１）　以下の式のチエンカルバゾン、すなわち化学化合物４－［（４，
５－ジヒドロ－３－メトキシ－４－メチル－５－オキソ－１Ｈ－１，２，４－トリアゾー
ル－１－イル）カルボニル－スルファモイル］－５－メチルチオフェン－３－カルボン酸
：
【化２】

　　（Ｂ１．１．２）　チエンカルバゾン－メチル、すなわち、化学化合物メチル４－［
（４，５－ジヒドロ－３－メトキシ－４－メチル－５－オキソ－１Ｈ－１，２，４－トリ
アゾール－１－イル）カルボニルスルファモイル］－５－メチルチオフェン－３－カルボ
キシレート［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．３１７８１５－８３－１］または
　　（Ｂ１．１．３）　チエンカルバゾン－メチルナトリウム塩、すなわち化合物メチル
４－［（４，５－ジヒドロ－３－メトキシ－４－メチル－５－オキソ－１Ｈ－１，２，４
－トリアゾール－１－イル）カルボニルスルファモイル］－５－メチルチオフェン－３－
カルボキシレートナトリウム、すなわちチエンカルバゾン－メチル中のスルホンアミド基
において、酸性の水素原子がナトリウム原子によって置換されている、
【００６７】
　（Ｂ１．２）テンボトリオンおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカリウム塩の
ようなそのアルカリ金属塩（ＷＯ－Ａ－００／２１９２４を参照のこと）、具体的には
　　（Ｂ１．２．１）　以下の式のテンボトリオン、すなわち化学化合物２－｛２－クロ
ロ－４－メシル－３－［（２，２，２－トリフルオロエトキシ）メチル］ベンゾイル｝シ
クロヘキサン－１，３－ジオン［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．３３５１０４－８４－２］（この式は
、複数個の可能なエノール形態と平衡状態にあるトリケト形態を示しているだけである）
：
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【００６８】
　（Ｂ１．３）　以下の式のエチル［［３－［２－クロロ－５－［３，６－ジヒドロ－３
－メチル－２，６－ジオキソ－４－（トリフルオロメチル）－１（２Ｈ）－ピリミジニル
］－４－フルオロフェノキシ］－２－ピリジニル］オキシ］アセテート（本明細書中では
ＳＹＮ－５２３とも呼ばれる）（ＷＯ２００６／０６１５６２、ＥＰ１１２２２４４）：
【化４】

【００６９】
　（Ｂ１．４）　ピロキシスラムおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカリウム塩
のようなそのアルカリ金属塩、具体的には
　　（Ｂ１．４．１）　以下の式のピロキシスラム、すなわち、化学化合物Ｎ－（５，７
－ジメトキシ［１，２，４］トリアゾロ［１，５－ａ］ピリミジン－２－イル）－２－メ
トキシ－４－（トリフルオロメチル）ピリジン－３－スルホンアミド［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．
４２２５５６－０８－９］：
【化５】

【００７０】
　（Ｂ１．５）　ペノキススラムおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカリウム塩
のようなそのアルカリ金属塩、具体的には
　　（Ｂ１．５．１）　以下の式のペノキススラム、すなわち、化学化合物　２－（２，
２－ジフロロエトキシ）－Ｎ－（５，８－ジメトキシ［１，２，４］トリアゾロ［１，５
－ｃ］ピリミジン－２－イル）－６－（トリフルオロメチル）ベンゼンスルホンアミド［
ＣＡＳ－Ｒｅｇ．２１９７１４－９６－２］：
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【化６】

および
【００７１】
　（Ｂ１．６）　４－ヒドロキシ－３－［［２－［（２－メトキシエトキシ）メチル］－
６－トリフルオロメチル－３－ピリジニル］カルボニル］ビシクロ［３．２．１］オクト
－３－エン－２－オンおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカリウム塩のようなそ
のアルカリ金属塩、具体的には
　　（Ｂ１．６．１）　以下の式のＳＹＮ－４４９、すなわち、化学化合物４－ヒドロキ
シ－３－［［２－［（２－メトキシエトキシ）メチル］－６－トリフルオロメチル－３－
ピリジニル］カルボニル］－ビシクロ［３．２．１］オクト－３－エン－２－オン（ＣＡ
Ｓ　ＲＮ３５２０１０－６８－５、ＳＹＮ－４４９、ＷＯ－Ａ－２００６／０９７３２２
、ＷＯ－Ａ－０１／９４３３９）（この式は、一般的に互いにおよびケト形態＝トリケト
ンと平衡にある可能なエノール形態の一例を示しているにすぎない）：

【化７】

【００７２】
（Ｂ２）　双子葉の有害植物に対する発芽後施用に特に適切な除草活性化合物であって、
以下からなる群より選択される：
　（Ｂ２．１）　ピラスルホトールおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカリウム
塩のようなそのアルカリ金属塩、具体的には
　　（Ｂ２．１．１）　以下の式のピラスルホトール、すなわち、化学化合物（５－ヒド
ロキシ－１，３－ジメチル－１Ｈ－ピラゾール－４－イル）－［２－（メチルスルホニル
）－４－（トリフルオロメチル）－フェニル］メタノン［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．３６５４００
－１１－９］：
【化８】

【００７３】
　（Ｂ２．２）　トリフロキシスルフロンおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカ
リウム塩のようなそのアルカリ金属塩、具体的には
　　（Ｂ２．２．１）　以下の式のトリフロキシスルフロン、すなわち、化学化合物１－
（４，６－ジメトキシピリミジン－２－イル）－３－［３－（２，２，２－トリフルオロ
エトキシ）－２－ピリジルスルホニル］尿素：
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【化９】

または、好ましくは
　　（Ｂ２．２．２）　トリフロキシスルフロン－ナトリウム、すなわち、スルホンアミ
ド基の酸性水素原子がナトリウム原子で置換されているトリフロキシスルフロンのナトリ
ウム塩；
【００７４】
　（Ｂ２．３）　サフルフェナシルおよびその塩、例えば、ナトリウム塩またはカリウム
塩のようなそのアルカリ金属塩、具体的には
　　（Ｂ２．３．１）　サフルフェナシル（本明細書ではＢＡＳ－Ｈ８００ともよばれる
）、すなわち、以下の式の化学化合物２－クロロ－５－［３，６－ジヒドロ－３－メチル
－２，６－ジオキソ－４－（トリフルオロメチル）－１（２Ｈ）－ピリミジニル］－４－
フルオロ－Ｎ－［［メチル（１－メチルエチル）アミノ］スルホニル］ベンズアミドＣＡ
Ｓ－Ｒｅｇ．３７２１３７－３５－４］（ＷＯ２００１／０８３４５９）：

【化１０】

【００７５】
　（Ｂ２．４）　アミノピラリドおよびその塩、例えば、ナトリウム塩もしくはカリウム
塩のようなそのアルカリ金属塩、またはアンモニウム塩あるいは酸付加塩（例えば塩酸塩
）、具体的には
　　（Ｂ２．４．１）　以下の式のアミノピラリド、すなわち、化学化合物４－アミノ－
３，６－ジクロロピリジン－２－カルボン酸［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．１５０１１４－７１－９
］：
【化１１】

および
【００７６】
　（Ｂ２．５）　以下の式のエトフメセート、すなわち、化学化合物（ＲＳ）－Ｏ－（２
－エトキシ－２，３－ジヒドロ－３，３－ジメチルベンゾフラン－５－イル）メタンスル
ホネート［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．２６２２５－７９－６］：
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【化１２】

【００７７】
　（Ｂ２．６）　アミノシクロピラクロルならびにその塩およびエステル、例えば、ナト
リウム塩またはカリウム塩のようなそのアルカリ金属塩、およびそのアルキルエステル、
例えば（Ｃ1－Ｃ4）－アルキルエステル、好ましくは
　　（Ｂ２．６．１）　以下の式のアミノシクロピラクロル、すなわち、化学化合物６－
アミノ－５－クロロ－２－シクロプロピルピリミジンｅ－４－カルボン酸［ＣＡＳ－Ｒｅ
ｇ．８５８９５８－０８－８］：
【化１３】

あるいは好ましくは以下
　　（Ｂ２．６．２）　アミノシクロピラクロルカリウム塩または
　　（Ｂ２．６．３）　アミノシクロピラクロルナトリウム塩または
　　（Ｂ２．６．４）　アミノシクロピラクロルメチルエステル
および
【００７８】
（Ｂ３）　単子葉または双子葉の有害植物に対する発芽前施用に特に適切な除草活性化合
物であって、以下からなる群より選択される
　（Ｂ３．１）　以下の式のピロキサスルホン（ＫＩＨ－４８５）、すなわち、化学化合
物３－［５－（ジフロロメトキシ）－１－メチル－３－（トリフルオロメチル）ピラゾー
ル－４－イルメチルスルホニル］－４，５－ジヒドロ－５，５－ジメチル－１，２－オキ
サゾール［ＣＡＳ－Ｒｅｇ．４４７３９９－５５－５］：
【化１４】

【００７９】
　標的植物および施用期間に関して、本発明に従って用いられる組み合わせパートナー（
Ｂ）は機能的に類似している（それらが組み合わせパートナーの同じ機能グループに分類
される理由である）；しかしながら、それらはいくつかの場合において化学化合物の分類
および作用の生物学的メカニズムに関して異なるため、一般的には個々の標的植物に対す
る施用量および除草作用についても異なる。さらに複数の活性化合物（Ｂ）間の共有特性
および類似点は以下に述べるとおりである。
【００８０】
　化合物（Ｂ）のいくつかは、以下の化学化合物の同じ分類に属する、および／または同
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じもしくは同様の作用機構を有する：
（Ｂ１．１）　トリオゾール除草剤の化学化合物の分類に属するチエンカルバゾンならび
にそのエステルおよび塩であり、これらは植物中のアセト乳酸合成酵素の阻害剤（ＡＬＳ
阻害剤）である。
（Ｂ１．２）　ベンゾイルシクロヘキサンジオンの化学化合物の分類に属するテンボトリ
オンおよびその塩であり、これらは植物中のヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシゲナ
ーゼの阻害剤（ＨＰＰＤ阻害剤）である。
（Ｂ１．３）　ウラシル（ピリミジンジオン）の化学化合物の分類に属するＳＹＮ－５２
３であり、これは、植物中のプロトポルフィリノーゲンオキシダーゼの阻害剤（ＰＰＯ阻
害剤）である。
（Ｂ１．４）および（Ｂ１．５）　トリアゾロピリミジンの化学化合物の分類に属する（
Ｂ１．４）ピロキシスラムおよび（Ｂ１．５）ペノキススラムならびにそれらの塩であり
、これらは植物中のアセト乳酸合成酵素の阻害剤（ＡＬＳ阻害剤）である。
（Ｂ１．６）（架橋）ベンゾイルシクロヘキサンジオンの化学化合物の分類に属するＳＹ
Ｎ－４４９およびその塩であり、これらは植物中のヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキ
シゲナーゼの阻害剤（ＨＰＰＤ阻害剤）である。．
（Ｂ２．１）　ベンゾイルピラゾール（ベンゾイルシクロヘキサンジオンに関連する）の
化学化合物の分類に属するピラスルホトールおよびその塩であり、これらは植物中のヒド
ロキシフェニルピルビン酸ジオキシゲナーゼの阻害剤（ＨＰＰＤ阻害剤）である。
（Ｂ２．２）　ピリジルスルホニル尿素の化学化合物の分類に属するトリフロキシスルフ
ロンおよびその塩であり、これらは植物中のアセト乳酸合成酵素の阻害剤（ＡＬＳ阻害剤
）である。
（Ｂ２．３）　ウラシル（ピリミジンジオン）の化学化合物の分類に属するサフルフェナ
シルおよびその塩であり、これらは、植物中のプロトポルフィリノーゲンオキシダーゼの
阻害剤（ＰＰＯ阻害剤）である。
（Ｂ２．４）　ピリジルカルボン酸（ピコリン酸）の化学化合物の分類に属するアミノピ
ラリドおよびその塩であって、これらは植物中の合成オーキシンである。
（Ｂ２．５）　ベンゾフラニルメタンスルホネートの化学化合物の分類に属するエトフメ
セートであって、これは、植物中の脂質合成の阻害剤である。
（Ｂ２．６）　ピリミジンカルボン酸の化学化合物の分類に属するアミノシクロピラクロ
ルおよびその塩またはエステルであって、これらは植物中の合成オーキシンである。
（Ｂ３．１）　オキサゾリンスルホニルメチルピラゾールの化学化合物の分類に属するピ
ロキサスルホンであって、これは植物中の長鎖脂肪酸の合成の阻害剤（極長鎖脂肪酸（Ｖ
ＬＣＦＡ）阻害剤）である。
【００８１】
　上記の組み合わせより、グループ（Ａ）より１つまたはそれ以上の除草剤、好ましくは
１つの除草剤（Ａ）または同じ化学構造を持つ複数の除草剤（Ａ）と、１つまたはそれ以
上のグループ（Ｂ）からの除草剤、好ましくは同じサブグループ（Ｂ１）、（Ｂ２）もし
くは（Ｂ３）からの１つの除草剤（Ｂ）または１つもしくはそれ以上の除草剤（Ｂ）とを
含む組み合わせが好ましい。
【００８２】
　さらに、本発明に係る配合物は、上述の活性化合物（除草剤、殺菌剤、殺虫剤、殺ダニ
剤など）および／または植物成長調製剤または作物保護において通常の添加剤の群（例え
ば、アジュバンドおよび製剤補助剤など）のような他の活性化合物と共に用いてもよい。
活性化合物（Ａ）および（Ｂ）ならびに適当な場合追加の活性化合物を含む作物保護剤の
組み合わせは、本明細書において短く「除草剤組み合わせ物」と呼ぶ。製剤またはタンク
ミックスのようなこれらの用途剤型は、除草剤組成物を表している。
【００８３】
　従って、本発明はまた、本発明に係る活性化合物配合物と共に作物保護において通常の
アジュバンドおよび製剤補助剤、ならびに適当な場合さらなる作物保護剤などの添加剤を
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【００８４】
　本発明はまた、本発明に係る活性化合物配合物が除草剤および植物成長調節剤として、
好ましくはその中に相乗的に有効な量の各活性化合物を含む除草剤および植物成長調節剤
として使用される、用途または施用方法も提供する。
【００８５】
　除草剤（Ｂ）の施用量は原則的には公知であり、一般的には０．０１ｇ～１０００ｇ　
ＡＳ／ｈａ（ｇ　ＡＳ／ｈａ＝ヘクタールあたりの活性物質のグラム数）の範囲、好まし
くは０．０２ｇ～８００ｇ　ＡＳ／ｈａ、特に好ましくは０．１～５００ｇ　ＡＳ／ｈａ
の範囲である。
【００８６】
　本発明に係る混合物において、上述の施用量の内容において一般的には個々での施用と
比較して、該当する活性化合物の施用量がより低いことが求められる。グループ（Ｂ１）
からの活性化合物について、好ましい施用量は、０．１～５００ｇ　ＡＳ／ｈａの範囲で
あり、特に好ましくは０．２～２５０ｇ／ｈａの範囲である。グルー王（Ｂ２）からの活
性化合物について、好ましい施用量は、０．１～１０００ｇ　ＡＳ／ｈａ、特に好ましく
は０．２～７５０ｇ／ｈａの範囲である。グループ（Ｂ３）からの活性化合物について、
好ましい施用量は、０．１～５００ｇ　ＡＳ／ｈａ、特に好ましくは０．２～２００ｇ／
ｈａの範囲である。以下の表２は、個々の活性化合物（Ｂ）についての好ましい施用量お
よび特に好ましい施用量を述べている。
【００８７】
　質量比（Ａ）：（Ｂ）は、有効施用量に依存し、一般的には１：１０００００～２００
０：１、好ましくは１：４００００～７５０：１、および特に好ましくは１：１５０００
～５００：１の範囲である。グループ（Ｂ１）、（Ｂ２）および（Ｂ３）の活性化合物に
ついて好ましい質量比（Ａ）：（Ｂ）については以下のとおりである：
（Ａ）：（Ｂ１）は、好ましくは１：５００００～２０００：１の範囲であり、より好ま
しくは１：１３０００～７５０：１の範囲である；
（Ａ）：（Ｂ２）は、好ましくは１：１０００００～２０００：１の範囲であり、より好
ましくは１：４００００～７５０：１の範囲である；
（Ａ）：（Ｂ３）は、好ましくは１：５００００～２０００：１の範囲であり、より好ま
しくは１：１８０００～７５：１の範囲である。
【００８８】
　以下の表２は、個々の活性化合物（Ｂ）について、好ましいおよび特に好ましい比率（
Ａ）：（Ｂ）を述べている。
【００８９】
　表３に示す具体的な除草剤組み合わせ物（Ａａ）＋（Ｂｂ）は、その中でＫａ．ｂと表
記しており、ここでａは、それぞれの表１の除草剤（Ａ）の各番号（Ａａ）における各コ
ード（＝コードａ）［＝化合物（Ａ１）～（Ａ１２７）のコード１～１２７］を示し、ｂ
は、以下の表２に係る除草剤成分（Ｂ）の各コード（＝コードｂ）［化合物（Ｂ１．１）
～（Ｂ３．１）のコード１～２４］を示している：
【００９０】
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【表１７】

【００９１】
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【表１８】

【００９２】
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【表１９】

【００９３】
表２における略号：
　Ｃｏｍｐ．　　＝　成分、活性化合物
　ＡＳ　　　　　＝　活性物質（１００％活性化合物を基準とする）
　（Ａ）：（Ｂ）　＝　活性化合物（Ａ）：（Ｂ）の比率［（Ａ）＝式（Ｉ）または好ま
しくは表１に係る成分；（Ｂ）＝表２に係る成分］
【００９４】
　表２における「施用量」および「質量比」の欄は、各場合における好ましいおよび特に
好ましい施用量（後の括弧内）および活性化合物群（Ｂ）またはコードｂに係る活性化合
物に基づく「質量比（Ａ）：（Ｂ）」を含む。
【００９５】
　除草剤（Ａ１）～（Ａ１２７）のグループ由来の除草剤、および（Ｂ１）または（Ｂ２
）または（Ｂ３）のグループ由来の除草剤を含む２成分の配合物、例えば除草剤（Ａ１）
～（Ａ１２７）のグループ由来の除草剤と、（Ｂ１．１）、（Ｂ１．１．１）、（Ｂ１．
１．２）、（Ｂ１．１．３）、（Ｂ１．２）、（Ｂ１．２．１）、（Ｂ１．３）、（Ｂ１
．４）、（Ｂ１．４．１）、（Ｂ１．５）、（Ｂ１．５．１）、（Ｂ１．６）、（Ｂ１．
６．１）、（Ｂ２．１）、（Ｂ２．１．１）、（Ｂ２．２）、（Ｂ２．２．１）、（Ｂ２
．２．２）、（Ｂ２．３）、（Ｂ２．３．１）、（Ｂ２．４）、（Ｂ２．４．１）、（Ｂ
２．５）、（Ｂ２．６）、（Ｂ２．６．１）、（Ｂ２．６．２）、（Ｂ２．６．３）、（
Ｂ２．６．４）および（Ｂ３．１）の群由来の１つまたはそれ以上の除草剤とを含む２成
分の配合物、具体的には表３の配合物のうちの１つが好ましい。
【００９６】
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【表２０】

【００９７】
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【表２１】

【００９８】
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【表２２】

【００９９】
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【表２３】

【０１００】
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【表２４】

【０１０１】
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【表２５】

【０１０２】
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【表２６】

【０１０３】
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【表２７】

【０１０４】
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【表２８】

【０１０５】
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【表２９】

【０１０６】
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【表３０】

【０１０７】
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【表３１】

【０１０８】
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【表３２】

【０１０９】
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【表３３】

【０１１０】
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【表３４】

【０１１１】



(53) JP 5577261 B2 2014.8.20

10

20

30

40

【表３５】

【０１１２】
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【表３６】

【０１１３】
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【表３７】

【０１１４】
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【表３８】

【０１１５】
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【表３９】

【０１１６】
表３における略号：
　１．　略号「Ｋａ．ｂ　」およびコード「ａ」および「ｂ」については、前出の表２の
説明を参照のこと
　２．　例：表３の短い表示において、除草剤（Ａ５）と（Ｂ２．３．１）の組み合わせ
は、Ｋ５．２０と表記する。
【０１１７】
　これらの２成分配合物から、好ましい化合物（Ａ）および（Ｂ）を含む配合物が得られ
る。
【０１１８】
　１つまたはそれ以上の化合物（Ａ）とグループ（Ｂ１）または（Ｂ２）または（Ｂ３）
の１つまたはそれ以上の化合物の除草剤組み合わせ物、すなわち表３に係る２成分配合物
の混合物、特に好ましい２成分配合物の混合物もまた好ましい。
【０１１９】
　以下のスキームに従う１つまたはそれ以上の化合物（Ａ）と１つまたはそれ以上の化合
物（Ｂ）の配合物もさらにまた好ましい：
（Ａ）＋（Ｂ１）＋（Ｂ２）、（Ａ）＋（Ｂ１）＋（Ｂ３）、（Ａ）＋（Ｂ２）＋（Ｂ３
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【０１２０】
　本発明に係る配合物はさらに他の活性化合物、例えば除草剤、薬害軽減剤、殺菌剤、殺
虫剤および植物成長調製剤の群由来の活性化合物または製剤補助剤および作物保護におい
て通常の添加剤の群由来の活性化合物と一緒に用いることもできる。
【０１２１】
　添加剤は例えば、化学肥料および着色料である。本明細書で特に重要なものは、例えば
以下のスキームに従うような１つまたはそれ以上の異なる構造の活性化合物または薬害軽
減剤［活性化合物（Ｃ）］が加えられた配合物である。
（Ａ）＋（Ｂ１）＋（Ｃ）、（Ａ）＋（Ｂ２）＋（Ｃ）、（Ａ）＋（Ｂ３）＋（Ｃ）、（
Ａ）＋（Ｂ１）＋（Ｂ２）＋（Ｃ）、（Ａ）＋（Ｂ１）＋（Ｂ３）＋（Ｃ）、（Ａ）＋（
Ｂ２）＋（Ｂ３）＋（Ｃ）または（Ａ）＋（Ｂ１）＋（Ｂ２）＋（Ｂ３）＋（Ｃ）。
【０１２２】
　３種またはそれ以上の活性化合物を含む前述のタイプの配合物について、これらが本発
明に係る２化合物配合物を含む場合、および該当する２化合物配合物に関しては、以下に
示す好ましい条件（特に本発明に係る２化合物配合物についての条件）、が適合する。
【０１２３】
　このようにいくつかの場合において、グループ（Ａ）由来の異なる活性化合物の配合物
でさえこれらの２化合物配合物を基準にして相乗的であり、特にさらなる相乗効果を伴う
好適な３化合物配合物が可能である。
【０１２４】
　非選択的施用またはプランテーション作物における施用に適切な活性化合物（Ａ）およ
び（Ｂ）の好ましい配合物が得られる。
【０１２５】
　特に好ましいのは、活性化合物（Ａ）と以下からなる群由来の活性化合物（Ｂ）の配合
物である：
（Ｂ１．１．２）　チエンカルバゾン－メチル、（Ｂ１．２．１）　テンボトリオン、（
Ｂ１．３）　ＳＹＮ－５２３、（Ｂ１．４．１）　ピロキシスラム、（Ｂ１．５．１）　
ペノキススラム、（Ｂ１．６．１）　ＳＹＮ－４４９、（Ｂ２．１．１）　ピラスルホト
ール、（Ｂ２．２．２）　トリフロキシスルフロンナトリウム塩、（Ｂ２．３．１）　サ
フルフェナシル、（Ｂ２．４．１）　アミノピラリド、（Ｂ２．５）　エトフメセート、
（Ｂ２．６）　アミノシクロピラクロルならびにその塩およびエステル、特に（Ｂ２．６
．１）　アミノシクロピラクロル、ならびに（Ｂ３．１）　ピロキサスルホン。
【０１２６】
　ここで特に好ましいのは、活性化合物（Ａ）と以下からなる群からの活性化合物（Ｂ）
の配合物である：
（Ｂ１．１．２）　チエンカルバゾン－メチル、（Ｂ１．２．１）　テンボトリオン、（
Ｂ２．１．１）　ピラスルホトールおよび（Ｂ２．５）　エトフメセート。
【０１２７】
　同様にスキームに従う多くの配合物が好ましい：
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【表４１】

【０１２９】
　この場合において、特に好ましいのは、（Ａ）が表１の化合物の１つである配合物であ
る。
【０１３０】
　本発明に係る除草剤組み合わせ物はまた、例えばその活性スペクトルを完全なものにす
るためにさらなる除草剤および植物成長調節剤と組み合わせることもできる。混合済製剤
またはタンクミックスでの本発明に係る化合物に適切な組み合わせパートナーは、例えば
、その作用が例えば以下の阻害剤に基づく既知の活性化合物：アセト乳酸合成酵素、アセ
チル－ＣｏＡ　カルボキシラーゼ、セルロース合成酵素、エノールピルビルシキミ酸－３
－リン酸合成酵素、グルタミン合成酵素、ｐ－ヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシゲ
ナーゼ、フィトエンデサチュラーゼ、（ｐｈｙｔｏｅｎｄｅｓａｔｕｒａｓｅ）、光化学
系Ｉ、光化学系ＩＩ、酸化酵素、であり、例えばＷｅｅｄ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　２６（１
９８６）４４１－４４５または「Ｔｈｅ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ」、１４ｔ
ｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎ、Ｔｈｅ　Ｂｒｉｔｉｓｈ　Ｃｒｏｐ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ　Ｃｏ
ｕｎｃｉｌ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｒｏｙａｌ　Ｓｏｃ．ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ、２００
６、（「ｅ－Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ　Ｖｅｒｓｉｏｎ　４（２００６）」に
対応）およびこれらの中に示される文献より公知である。さらに商品名および「一般名」
は、「Ｃｏｍｐｅｎｄｉｕｍ　ｏｆ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｃｏｍｍｏｎ　Ｎａｍｅｓ」
（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ａｌａｎｗｏｏｄ．ｎｅｔ／ｐｅｓｔｉｃｉｄｅｓにてインタ
ーネットでも検索可能）に示されている。
【０１３１】
　以下の活性化合物は例えば、本発明に係る化合物と組み合わせることのできる公知の除
草剤として述べることができ（注：これらの化合物はＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｏｒ
ｇａｎｉｚａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ（ＩＳＯ）に従う「一
般名」によるかまたは化学名によるかのいずれかで言及し、適当な場合慣例のコード番号
と共に言及する）、各場合において全ての用途形態（例えば酸、塩、エステルおよび立体
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異性体や光学異性体のような異性体）を含む。ある場合およびいくつかの場合において、
複数の施用形態は以下に述べるとおりである：
２，４－Ｄ、アセトクロール、アシフルオルフェン、アシフルオルフェン－ナトリウム、
アクロニフェン、アラクロール、アロキシジム、アロキシジム－ナトリウム、アメトリン
、アミカルバゾン、アミドスルフロン、アミトロール、アニロホス、アシュラム、アトラ
ジン、アザフェニジン、アジムスルフロン、ベフルブタミド、ベナゾリン、ベナゾリン－
エチル、ベンフレセート、ベンスルフロン－メチル、ベンタゾン、ベンズフェンジゾン、
ベンゾビシクロン、ベンゾフェナップ、ビフェノックス、ビラナホス、ビスピリバック－
ナトリウム、ブロマシル、ブロモブチド、ブロモフェノキシム、ブロモキシニル、ブタク
ロール、ブタフェナシル、ブテナクロール、ブトラリン、ブトロキシジム、ブチレート、
カフェンストロール、カルベタミド、カフェントラゾン－エチル、クロメトキシフェン、
クロリダゾン、クロリムロン－エチル、クロルニトロフェン、クロロトルロン、クロルス
ルフロン、シニドン－エチル、シンメチリン、シノスルフロン、クレホキシジム、クレト
ジム、クロジナホップ－プロパルギル、クロマゾン、クロメプロップ、クロピラリド、ク
ロランシュラム（ｃｌｏｒａｎｓｕｌａｍ）－メチル、クミルロン、シアナジン、シクロ
スルファムロン、シクロキシジム、シハロホップ－ブチル、デスメデイファム、ジカンバ
、ジクロベニル、ジクロルプロップ、ジクロルプロップ－Ｐ、ジクロホップ－メチル、ジ
クロシュラム（ｄｉｃｌｏｓｕｌａｍ）、ジフェンゾコート、ジフルフェニカン、ジフル
フェンゾピル、ジケグラック－ナトリウム、ジメフロン、ジメピペレート、ジメタクロー
ル、ジメタメトリン、ジメテナミド、トリアジフラム、ジクワット－ジブロミド、ジチオ
ピル、ジウロンダイムロン、ＥＰＴＣ、エスプロカルブ、エタルフルラリン、エタメトス
ルフロン－メチル、エトキシフェン、エトキシスルフロン、エトベンザニド、フェノキサ
プロップ－エチル、フェノキサプロップ－Ｐ－エチル、フェントラザミド、フラムプロッ
プ－Ｍ－イソプロピル、フラムプロップ－Ｍ－メチル、フラザスルフロン、フロラシュラ
ム（ｆｌｏｒａｓｕｌａｍ）、フルアジホップ、フルアジホップ－ブチル、フルアジホッ
プ－Ｐ－ブチル、フルアゾレート、フルカルバゾン－ナトリウム、フルセトスルフロン、
フルクロラリン、フルフェナセット、フルフェンピル、フルメトシュラム（ｆｌｕｍｅｔ
ｓｕｌａｍ）、フルミクロラック－ペンチル、フルミオキサジン、フルオメツロン、フル
オロクロリドン、フルオログリコフェン－エチル、フルポキサム、フルピルスルフロン－
メチル－ナトリウム、フルリドン、フルロキシピル、フルロキシピル－ブトキシプロピル
、フルロキシピル－メプチル、フルルプリミドール、フルルタモン、フルチアセット－メ
チル、ホメサフェン、ホラムスルフロン、グルホシネート、グルホシネート－アンモニウ
ム、グリホサート、ハロスルフロン－メチル、ハロキシホップ、ハロキシホップ－エトキ
シエチル、ハロキシホップ－メチル、ハロキシホップ－Ｐ－メチル、ヘキサジノン、イマ
ザメタベンズ－メチル、イマザモックス、イマザピック、イマザピル、イマザキン、イマ
ゼタピル、イマゾスルフロン、インダノファン、インドスルフロン－メチル－ナトリウム
、アイオキシニル、イソプロツロン、イソウロン、イソキサベン、イソキサクロルトール
、イソキサフルトール、ケトスピラドックス、ラクトフェン、レナシル、リニュロン、Ｍ
ＣＰＡ、メコプロップ、メコプロップ－Ｐ、メフェナセット、メソスルフロン－メチル、
メソトリオン、メタミホップ、メタミトロン、メタザクロール、メタベンズチアズロン、
メチルダイムロン、メトブロムロン、メトラクロール、メトシュラム（ｍｅｔｏｓｕｌａ
ｍ）、メトキスロン、メトリブジン、メトスルフロン－メチル、モリネート、モノリニュ
ロン、ナプロアニリド、ナプロパミド、ネブロン、ニコスルフロン、
ノルフルラゾン、オルベンカルブ、オリザリン、オキサジアルギル、オキサジアゾン、オ
キサスルフロン、オキサジクロメホン、オキシフルオルフェン、パラコート、ペラルゴン
酸、ペンジメタリン、ペンドラリン、ペントキサゾン、ペトキサミド、フェンメデイファ
ム、ピクロラム、ピコリナフェン、ピノキサデン、ピペロホス、プレチラクロール、プリ
ミスルフロン－メチル、プロフルアゾール、プロフォキシジム、プロメトリン、プロパク
ロール、プロパニル、プロパキザホップ、プロピソクロール、プロポキシカルバゾン－ナ
トリウム、プロピザミド、プロスルホカルブ、プロスルフロン、ピラクロニル、ピラフル
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フェン－エチル、ピラゾレート、ピラゾスルフロン－エチル、ピラゾキシフェン、ピリベ
ンゾキシム、ピリブチカルブ、ピリダホール、ピリデート、ピリフタリド、ピリミノバッ
ク－メチル、ピリチオバック－ナトリウム、キンクロラック、キンメラック、キノクラミ
ン、キザロホップ－エチル、キザロホップ－Ｐ－エチル、キザロホップ－Ｐ－テフリル、
リムスルフロン、セトキシジム、シマジン、シメトリン、Ｓ－メトラクロール、スルコト
リオン、スルフェントラゾン、スルホメツロン－メチル、スルホセート、スルホスルフロ
ン、テブチウロン、テプラロキシジム、テルブチラジン、テルブトリン、テニルクロール
、チアゾピル、チフェンスルフロン－メチル、チオベンカルブ、チオカルバジル、トラル
コキシジム、トリアレート、トリアスルフロン、トリベニュロン－メチル、トリクロピル
、トリジファン、トリフロキシスルフロン、トリフルラリン、トリフルスルフロンーメチ
ル、トリトスルフロン、ＷＬ１１０５４７（すなわち、５－フェノキシ－１－［３－（ト
リフルオロメチル）フェニル］－１Ｈ－テトラゾール；ＨＯＫ－２０１、ＨＯＫ－２０２
、ＵＢＨ－５０９；Ｄ－４８９；ＬＳ　８２－５５６；　ＫＰＰ－３００；ＮＣ－３２４
；ＮＣ－３３０；ＫＨ－２１８；ＤＰＸ－Ｎ８１８９；ＳＣ－０７７４；ＴＨ－５４７、
ＤＯＷＣＯ－５３５；ＤＫ－８９１０；Ｖ－５３４８２；ＰＰ－６００；ＭＢＨ－００１
；ＫＩＨ－９２０１；ＥＴ－７５１；ＫＩＨ－６１２７；ＫＩＨ－２０２３およびＫＩＨ
５９９６。
【０１３２】
　各名称（一般名）が１つより多い形態の活性化合物を含んでいる場合、その名称は好ま
しくは市販の形態を定義している。
【０１３３】
　それ故、記載した更なる各活性化合物（＝活性化合物（Ｃ*）、（Ｃ１*）、（Ｃ２*）
等）は、好ましくはスキーム（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ*）に従って、またはスキーム（Ａ）
＋（Ｂ）＋（Ｃ１*）＋（Ｃ２*）等に従って、二化合物配合物の組み合わせであるＫ１．
１～Ｋ１２７．２９の内の１つと組み合わせることができる。これはまた、化合物（Ｃ*

）、（Ｃ１*）または（Ｃ２*）が、化合物（Ｂ）の群から選択される多くの配合物を含ん
でいるが、各二化合物配合物中に存在する化合物（Ｂ）と同一ではない。
【０１３４】
　記載されている量は施用量（ｇ　ＡＳ／ｈａ＝ヘクタール当りの活性化合物の量（ｇ）
）であり、組み合わせた活性化合物の共製剤、前混合、タンクミックス又は連続施用にお
ける比率も定義している。
【０１３５】
　この組み合わせは出芽前処理法及び出芽後処理法による両方の場合に施用することがで
きる。これは、有害植物に対しての発芽前および発芽後、有害植物の選択的抑制において
作物植物の発芽前または発芽後の両方に施用することができる。混合した形態もまた、例
えば作物植物の発芽後、有害植物の発芽前又は発芽後の段階における抑制も可能である。
【０１３６】
　他の適切な組み合わせパートナーは、作物植物において除草剤の植物毒性作用を防止又
は軽減できる、作物植物保護活性化合物（「薬害軽減剤」又は「解毒剤」と称される）を
含んでいる。上述の除草活性化合物（Ａ）若しくは除草剤（Ａ）および（Ｂ）の配合物に
とって、または本発明に係る配合物にとって一般的に適切な薬害軽減剤は、例えば、以下
の化合物群である：
　これらの化合物は各場合にそれぞれの「一般名」または構造を伴うコード番号で呼ばれ
る（一般名は、上述の「Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｍａｎｕａｌ」または「Ｃｏｍｐｅｎｄｉ
ｕｍ　ｏｆ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｃｏｍｍｏｎ　Ｎａｍｅｓ」を参照のこと）：
ベノキサコール（ｂｅｎｏｘａｃｏｒ）、クロキントセット（ｃｌｏｑｕｉｎｔｏｃｅｔ
）（－メチル）、シオメトリニル（ｃｙｏｍｅｔｒｉｎｉｌ）、シプロスルファミド（ｃ
ｙｐｒｏｓｕｌｆａｍｉｄｅ）、ジクロルミド（ｄｉｃｈｌｏｒｍｉｄ）、ジシクロノン
（ｄｉ－ｃｙｃｌｏｎｏｎ）、ジエトラート（ｄｉｅｔｈｏｌａｔｅ）、ジスルホトン（
ｄｉｓｕｌｆｏｔｏｎ）（＝ジチオリン酸Ｏ，Ｏ－ジエチル　Ｓ－２－エチルチオエチル
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）、フェンクロラゾール（ｆｅｎｃｈｌｏｒａｚｏｌｅ）（－エチル）、フェンクロリム
（ｆｅｎｃｌｏｒｉｍ）、フルラゾール（ｆｌｕｒａｚｏｌｅ）、フルキソフェニム（ｆ
ｌｕｘｏｆｅｎｉｍ）、フリラゾール（ｆｕｒｉｌａｚｏｌｅ）、ジソキサジフェン（ｉ
ｓｏｘａｄｉｆｅｎ）（－エチル）、メフェンピル（ｍｅｆｅｎｐｙｒ）（－ジエチル）
、メフェネート（ｍｅｐｈｅｎａｔｅ）、ナフタール酸無水物、オキサベトリニル（ｏｘ
ａｂｅｔｒｉｎｉｌ）、「Ｒ－２９１４８」（＝３－ジクロロアセチル－２，２，５－ト
リメチル－１，３－オキサゾリジン）、「Ｒ－２８７２５」（＝３－ジクロロアセチル－
２，２，－ジメチル－１，３－オキサゾリジン）、「ＰＰＧ－１２９２」（＝Ｎ－アリル
－Ｎ－［（１，３－ジオキソラン－２－イル）メチル］－ジクロロアセトアミド）、「Ｄ
ＫＡ－２４」（＝Ｎ－アリル－Ｎ－［（アリルアミノカルボニル）メチル］－ジクロロア
セトアミド）、「ＡＤ－６７」または「ＭＯＮ　４６６０」（＝３－ジクロロアセチル－
１－オキサ－３－アザ－スピロ［４，５］デカン）、「ＴＩ－３５」（＝１－ジクロロア
セチルアゼパン）、「ジメピペレート（ｄｉｍｅｐｉｐｅｒａｔｅ）」または「ＭＹ－９
３」（＝Ｓ－１－メチル－１－フェニルエチルピペラジン－１－チオカルボキシレート）
、「ダイムロン（ｄａｉｍｕｒｏｎ）」または「ＳＫ２３」（＝１－（１－メチル－１－
フェニルエチル）－３－ｐ－トリルウレア）、「クミルロン（ｃｕｍｙｌｕｒｏｎ）」＝
「ＪＣ－９４０」（＝３－（２－クロロフェニルメチル）－１－（１－メチル－１－フェ
ニルエチル）ウレア）、「メトキシフェノン」、または「ＮＫ　０４９」　（＝３，３’
－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン）、「ＣＳＢ」（＝１－ブロモ－４－（クロロ
メチルスルホニル）ベンゼン）、「ＣＬ－３０４４１５」（＝４－カルボキシ－３，４－
ジヒドロ－２Ｈ－１－ベンゾピラン－４－酢酸；ＣＡＳ－Ｒｅｇｎｏ：３１５４１－５７
－８）、「ＭＧ－１９１」（＝２－ジクロロメチル－２－メチル－１，３－ジオキソラン
）、「ＭＧ－８３８」（＝２－プロペニル１－オキサ－４－アザスピロ［４．５］デカン
－４－カルボジチオエート；ＣＡＳ－Ｒｅｇｎｏ：１３３９９３－７４－５）、メチル（
ジフェニルメトキシ）アセテート（ＣＡＳ－Ｒｅｇｎｏ：４１８５８－１９－９　ＷＯ－
Ａ－１９９８／３８８５６より）、メチル［（３－オキソ－１Ｈ－２－ベンゾチオピラン
－４（３Ｈ）－イリデン）メトキシ］アセテート（ＣＡＳ－Ｒｅｇｎｏ：２０５１２１－
０４－６　ＷＯ－Ａ－１９９８／１３３６１より）、１，２－ジヒドロ－４－ヒドロキシ
－１－メチル－３－（５－テトラゾリルカルボニル）－２－キノロン（ＣＡＳ－Ｒｅｇｎ
ｏ：９５８５５－００－８　ＷＯ－Ａ－１９９９／００００２０より）。
【０１３７】
　上述の薬害軽減剤の中で、ベノキサコール、クロキントセット（－メチル）、シオメト
リニル、ｊプロスルファミド、ジクロルミド、フェンクロラゾール（－エチル）、フェン
クロリム、フルラゾール、フルキソフェニム、フリラゾール、イソキサジフェン（－エチ
ル）、メフェンピル（－ジエチル）、ナフタール酸無水物、オキサベトリニル、「ＡＤ－
６７」（＝「ＭＯＮ４６６０」＝３－ジクロロアセチル－１－オキサ－３－アザスピロ［
４，５］デカン）、「ＴＩ－３５」（＝１－ジクロロアセチルアゼパン）、ジメピペレー
ト、ダイムロン、クミルロンが特に重要である。
【０１３８】
　薬害軽減剤のうちのいくつかは既に除草剤として上述しており、従って有害植物に対す
る除草剤作用に加えて、作物植物に対する保護作用も有している。
【０１３９】
　上述の各々の薬害軽減剤は、更なる活性化合物（Ｃ）として、好ましくはスキーム（Ａ
）＋（Ｂ）＋（Ｃ）に従って、該当する化合物（Ｃ）とは異なる構造を有する化合物（Ｂ
）を含む、上述の二化合物配合物のＫ１．１～Ｋ１２７．２９のうちの１つと組み合わせ
ることができる。
【０１４０】
　本発明に係る除草剤組み合わせ物は、更なる成分、例えば、有害植物、植物を損傷する
動物、もしくは植物を損傷する菌類のような有害生物に対する他の活性化合物、具体的に
は除草剤、殺菌剤、殺虫剤、殺ダニ剤（ａｃａｒｉｃｉｄａｌ）、殺線虫剤およびマダニ
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駆除剤（ｍｉｔｉｃｉｄａｌ）ならびに関連物質からなる群由来の活性化合物を含んでも
よい。
【０１４１】
　本発明に係る除草剤組み合わせ物と組み合わせて用いることのできる殺菌性活性化合物
は、好ましくは市販の活性化合物であり、例えば以下のものが挙げられる（除草剤の場合
と同様に、化合物は一般的にそれらの一般名で言及する）：
２－フェニルフェノール；８－ヒドロキシキノリンスルフェート；アシベンゾラル－Ｓ－
メチル；アクチノベート；アルジモルフ；アミドフルメト；アンプロピルホス；アンプロ
ピルホス－カリウム；アンドプリム（ａｎｄｏｐｒｉｍ）；アニラジン；アザコナゾール
；アゾキシストロビン；ベナラキシル；ベノダニル；ベノミル；ベンチアバリカルブイソ
プロピル；ベンザマクリル；ベンザマクリル－イソブチル；ビナパクリル；ビフェニル；
ビテルタノール；ブラストサイジン－Ｓ；ボスカリド；ブロムコナゾール；ブピリメート
；ブチオベート；ブチルアミン；ポリ硫化カルシウム；カプシマイシン（ｃａｐｓｉｍｙ
ｃｉｎ）；キャプタホール；キャプタン；カルベンダジム；カルボキシン；カルプロパミ
ド；カルボン；キノメチオネート；クロベンチアゾン；クロルフェナゾール；クロロネブ
；クロロタロニル；クロゾリネート；シス－１－（４－クロロフェニル）－２－（１Ｈ－
１，２，４－トリアゾール－１－イル）シクロヘプタノール；クロジラコン（ｃｌｏｚｙ
ｌａｃｏｎ）；シアゾファミド；シフルフェナミド；シモキサニル；シプロコナゾール；
シプロジニル；シプロフラム；ダガーＧ；デバカルブ（ｄｅｂａｃａｒｂ）；ジクロフル
アニド；ジクロン；ジクロロフェン；ジクロシメット；ジクロメジン；ジクロラン；ジエ
トフェンカルブ；ジフェノコナゾール；ジフルメトリム；ジメチリモール；ジメトモルフ
；ジモキシストロビン；ジニコナゾール；ジニコナゾール－Ｍ；ジノカップ；ジフェニル
アミン；ジピリチオン；ジタリムホス；ジチアノン；ドジン；ドラゾクソロン；エジフェ
ンホス；エポキシコナゾール；エタボキサム；エチリモール；エトリジアゾール；ファモ
キサドン；フェナミドン；フェナパニル；フェナリモール；フェンブコナゾール；フェン
フラム；フェンヘキサミド；フェニトロパン；フェノキサニル；フェンピクロニル；フェ
ンプロピジン；フェンプロピモルフ；ファーバム；フルアジナム；フルベンジミン；フル
ジオキソニル；フルメトベル（ｆｌｕｍｅｔｏｖｅｒ）；フルモルフ（ｆｌｕｍｏｒｐｈ
）；フルオルイミド（ｆｌｕｏｒｏｍｉｄｅ）；フルオキサストロビン；フルキンコナゾ
ール；フルルプリミドール；フルシラゾール；フルスルファミド；フルトラニル；フルト
リアホール；ホルペット；ホセチル－アルミニウム；ホセチル－ナトリウム；フベリダゾ
ール；フララキシル；フラメトピル；フルカルバニル；フルメシクロックス；グアザチン
；ヘキサクロロベンゼン；ヘキサコナゾール；ヒメキサゾール；イマザリル；イミベンコ
ナゾール；イミノクタジン三酢酸塩；イミノクタジンアルベシル酸塩；ヨードカルブ；イ
プコナゾール；イプロベンホス；イプロジオン；イプロバリカルブ；イルママイシン；イ
ソプロチオラン；イソバレジオン；カスガマイシン；クレソキシム－メチル；マンゼブ；
マンネブ；メフェリムゾン；メパニピリム；メプロニル；メタラキシル；メタラキシル－
Ｍ；メトコナゾール；メタスルホカルブ；メトフロキサム；メチル１－（２，３－ジヒド
ロ－２，２－ジメチル－１Ｈ－インデン－１－イル）－１Ｈ－イミダゾール－５－カルボ
キシレート；メチル２－［［［シクロプロピル［（４－メトキシフェニル）イミノ］メチ
ル］チオ］メチル］－α－（メトキシメチレン）ベンゼンアセテート；メチル２－［２－
［３－（４－クロロフェニル）－１－メチル－アリルインデンアミノオキシメチル］フェ
ニル］－３－メトキシアクリレート；メチラム；メトミノストロビン；メトラフェノン；
メトスルフォバックス；ミルディオマイシン；モノカリウムカーボネート；ミクロブタニ
ル；ミクロゾリン；ナーバム、Ｎ－（３－エチル－３，５，５－トリメチルシクロヘキシ
ル）－３－ホルミルアミノ－２－ヒドロキシ－ベンズアミド；Ｎ－（６－メトキシ－３－
ピリジニル）シクロプロパンカルボキサミド；Ｎ－ブチル－８－（１，１－ジメチルエチ
ル）－１－オキサスピロ　［４．５］デカン－３－アミン；ナタマイシン；
ニトロタル－イソプロピル；ノビフルムロン；ヌアリモール；オフラセ；オリサストロビ
ン；オキサジキシル；オキソリン酸；オキシポコナゾール；オキシカルボキシン；オキシ
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フェンチイン（ｏｘｙｆｅｎｔｈｉｉｎ）；パクロブトラゾール；ペフラゾエート；ペン
コナゾール；ペンシクロン；ペンチオピラド；ホスダイフェン；フタリド；ピコベンズア
ミド；ピコキシストロビン；ピペラリン（ｐｉｐｅｒａｌｉｎ）；ポリオキシン；ポリオ
キソリム；プロベナゾール；プロクロラズ；プロシミドン；プロパモカルブ；プロパノシ
ン－ナトリウム（ｐｒｏｐａｎｏｓｉｎｅ－ｓｏｄｉｕｍ）；プロピコナゾール；プロピ
ネブ；プロキナジド；プロチオコナゾール；ピラクロストロビン；ピラゾホス；ピリフェ
ノックス；ピリメタニル；ピロキロン；ピロキシフル；ピロールニトリン；キンコナゾー
ル（ｑｕｉｎｃｏｎａｚｏｌｅ）；キノキシフェン；キントゼン；シルチオファム；シメ
コナゾール；テトラチオ炭酸ナトリウム；スピロキサミン；硫黄；テブコナゾール；テク
ロフタラム；テクナゼン；テトシクラシス；テトラコナゾール；チアベンダゾール；チシ
オフェン（ｔｈｉｃｙｏｆｅｎ）；チフルザミド；チオファネート－メチル；チウラム；
チアジニル；チオキシミド；トルクロホス－メチル；トリルフルアニド；トリアジメホン
；トリアジメノール；トリアズブチル；トリアゾキシド；トリシクラミド；トリシクラゾ
ール；トリデモルフ；トリフロキシストロビン；トリフルミゾール；トリホリン；トリチ
コナゾール；ウニコナゾール；バリダマイシンＡ；ビンクロゾリン；ジネブ；ジラム；ゾ
キサミド；（２Ｓ）－Ｎ－［２－［４－［［３－（４－クロロフェニル）－２－プロピニ
ル］オキシ］－３－メトキシフェニル］エチル］－３－メチル－２－［（メチルスルホニ
ル）アミノ］－ブタンアミド；１－（１－ナフタレニル）－１Ｈ－ピロール－２，５－ジ
オン；２，３，５，６－テトラクロロ－４－（メチルスルホニル）－ピリジン；２，４－
ジヒドロ－５－メトキシ－２－メチル－４－［［［［１－［３－（トリフルオロメチル）
フェニル］エチリデン］アミノ］オキシ］メチル］フェニル］－３Ｈ－１，２，３－トリ
アゾール－３－オン；２－アミノ－４－メチル－Ｎ－フェニル－５－チアゾールカルボキ
サミド；２－クロロ－Ｎ－（２，３－ジヒドロ－１，１，３－トリメチル－１Ｈ－インデ
ン－４－イル）－３－ピリジンカルボキサミド；３，４，５－トリクロロ－２，６－ピリ
ジンジカルボニトリル；３－［（３－ブロモ－６－フルオロ－２－メチル－１Ｈ－インド
ール－１－イル）スルホニル－Ｎ，Ｎ－ジメチル－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１
－スルホンアミド；銅塩及び銅調製物、例えば、ボルドー液混合物；水酸化銅；ナフテン
酸銅；塩基性塩化銅；硫酸銅；クフラネブ；酸化第一銅；マンカッパー（ｍａｎｃｏｐｐ
ｅｒ）；オキシン銅。
【０１４２】
　好ましい殺菌剤は、ベナラキシル、ビテルタノール、ブロムコナゾール、カプタホール
、カルベンダジム、カルプロパミド、シアゾファミド、シプロコナゾール、ジエトフェン
カルブ、エディフェンホス、フェンプロピモルフ、トリフェニルスズ（ｆｅｎｔｉｎｅ）
、フルキンコナゾール、ホセチル、フルオロイミド、ホルペット、イミノクタジン、イプ
ロジオネム、イプロバリカルブ、カスガマイシン、マンネブ、ナーバム、ペンシクロン、
プロクロラズ、プロパモカルブ、プロピネブ、ピリメタニル、スピロキサミン、キントゼ
ン、テブコナゾール、トリルフルアニド、トリアジメホン、トリアジメノール、トリフロ
キシストロビン、ジネブからなる群より選択される。
【０１４３】
　殺虫剤、殺ダニ剤（ａｃａｒｉｃｉｄａｌ）、殺線虫剤、マダニ駆除剤（ｍｉｔｉｃｉ
ｄａｌ）及び関連活性化合物としては、例えば以下のものが挙げられる（除草剤および殺
菌剤と同様に、化合物は、可能な場合、それらの一般名で言及している）：
アラニカルブ、アルジカルブ、アルドキシカルブ、アリキシカルブ、アミノカルブ、ベン
ダイオカルブ、ベンフラカルブ、ブフェンカルブ、ブタカルブ（ｂｕｔａｃａｒｂ）、ブ
トカルボキシム、ブトキシカルボキシム、カルバリル、カルボフラン、カルボスルファン
、クロエトカルブ、ジメチラン、エチオフェンカルブ、フェノブカルブ、フェノチオカル
ブ、ホルメタネート、フラチオカルブ、イソプロカルブ、メタムナトリウム、メチオカル
ブ、メソミル、メトルカルブ、オキサミル、ピリミカルブ、プロメカルブ、プロポキスル
、チオジカルブ、チオファノックス、トリメタカルブ、ＸＭＣ、キシルイルカルブ、アセ
フェート、アザメチホス、アジノホス（メチル、エチル）、ブロモホス－エチル、ブロム
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フェンビンホス（－メチル）、ブタチオホス、カズサホス、カルボヘンチオン、クロロエ
トキシホス、クロロフェンビンホス、クロロメホス（ｃｈｌｏｒｏｍｅｐｈｏｓ）、クロ
ルピリホス（メチル／エチル）、クマホス、シアノフェンホス、シアノホス、クロロフェ
ンビンホス、デメトン－ｓ－メチル、デメトン－ｓ－メチルスルホン、ジアリホス、ダイ
アジノン、ジクロフェンチオン、ジクロロボス／ＤＤＶＰ、ジクロトポス、ジメトエート
、ジメチルビンホス、ジオキサベンゾホス、ジスルホトン、ＥＰＮ、エチオン、エトプロ
ホス、エトリムホス、ファンファー、フェナミホス、フェニトロチオン、フェンスルホチ
オン、フェンチオン、フルピラゾホス、フェノホス、ホルモチオン、ホスメスチラン（ｆ
ｏｓｍｅｔｈｉｌａｎ）、ホスチアゼート、ヘプテノホス、ヨードフェノホス、イプロベ
ンホス、イサザホス、イソフェンホス、イソプロピルｏ－サリシレート、イソキサチオン
、マラチオン、メカルバム、メタクリホス、メタミドホス、メチダチオン、メビンホス、
モノクロトホス、ナレド、オメトエート、オキシデメトンメチル、パラチオン（メチル／
エチル）、フェントエート、ホレート、ホサロン、ホスメト、ホスファミドン、ホスホカ
ルブ（ｐｈｏｓｐｈｏｃａｒｂ）、ホキシム、ピリミホス（メチル／エチル）、プロフェ
ンホス、プロパホス、プルペタンホス、プロチオホス、プロトエート、ピラクロホス、ピ
リダフェンチオン、ピリダチオン（ｐｙｒｉｄａｔｈｉｏｎ）、キナルホス、セブホス（
ｓｅｂｕｆｏｓ）、スルホテップ、スルプロホス、テブピリミホス、テメホス、ターブホ
ス、テトラクロロビンホス、チオメトン、トリアゾホス、トリクロルホン、バミドチオン
、アクリナトリン、アレトリン（ｄ－ｃｉｓ－ｔｒａｎｓ、ｄ－ｔｒａｎｓ）、β－シフ
ルトリン、ビフェントリン、バイオアレスリン、バイオアレスリン－Ｓ－シクロペンチル
異性体、ビオエタノメトリン（ｂｉｏｅｔｈａｎｏｍｅｔｈｒｉｎ）、ビオペルメトリン
（ｂｉｏｐｅｒｍｅｔｈｒｉｎ）、ビオレスメトリン、クロバポルトリン（ｃｈｌｏｖａ
ｐｏｒｔｈｒｉｎ）、ｃｉｓ－シペルメトリン、ｃｉｓ－レスメトリン、ｃｉｓ－ペルメ
トリン、クロシトリン（ｃｌｏｃｙｔｈｒｉｎ）、シクロプロトリン、シフルトリン、シ
ハロトリン、シペルメトリン（α－、β－、θ－、ζ－）、シフェノトリン、デルタメト
リン、エンペントリン（１Ｒ異性体）、エスフェンバレレ－ト、エトフェンプロックス、
フェンフルトリン、フェンプロパトリン、フェンピリトリン、フェンバレレート、フルブ
ロシトリネート、フルシトリネート、フルフェンプロックス、フルメトリン、フルバリネ
ート、フブフェンプロックス（ｆｕｂｆｅｎｐｒｏｘ）、γ－シハロトリン、イミプロト
リン、カデトリン、λ－シハロトリン、メトフルトリン、ペルメトリン（ｃｉｓ－、ｔｒ
ａｎｓ－）、フェノトリン（１Ｒ－ｔｒａｎｓ異性体）、プラレトリン、プロフルトリン
、プロトリフェンブテ（ｐｒｏｔｒｉｆｅｎｂｕｔｅ）、ピレスメトリン、レスメトリン
、ＲＵ１５５２５、シラフルオフェン、タウフルバリネート、テフルトリン、テラレトリ
ン、テトラメトリン（１Ｒ異性体）、トラロメトリン、トランスフルトリン、ＺＸＩ８９
０１、ピレトリン類（ピレトラム））、ＤＤＴ、インドキサカルブ、アセトアミプリド、
クロチアニジン、ジノテフラン、イミダクロプリド、ニテンピラム、ニチアジン、チアク
ロプリド、チアメトキサム、ニコチン、ベンスルタップ、カルタップ、カンフェクロル、
クロルデン、エンドスルファン、γ－ＨＣＨ、ＨＣＨ、ヘプタクロル、リンデン、メトキ
シクロル、スピノサド、アセトプロール、エチプロール、フィプロニル、バニリプロール
（ｖａｎｉｌｉｐｒｏｌｅ））、アベルメクチン、エマメクチン、エマメクチン安息香酸
塩、イベルメクチン、ミルベマイシン、ジオフェノラン、エポフェノナン、フェノキシカ
ルブ、ヒドロプレン、キノプレン、メトプレン、ピリプロキシフェン、トリプレン、クロ
マフェノジド、ハロフェノジド、メトキシフェノジド、テブフェノジド、ビストリフルロ
ン、クロフルアズロン、ジフルベンズロン、フルアズロン、フルシクロクスロン、フルフ
ェノクスロン、ヘキサフルムロン、ルフェヌロン、ノバルロン、ノビフルムロン、ペンフ
ルロン、テフルベンズロン、トリフルムロン、ブプロフェジン、シロマジン、ジアフェン
チウロン、アゾシクロチン、シヘキサチン、フェンブタチンオキシド、クロルフェナピル
（ｃｈｌｏｒｏｆｅｎａｐｙｒ）、ビナプアクリル、ジノブトン、ジノカップ、ＤＮＯＣ
、フェナザキン、フェンピロキシメート、ピリミジフェン、ピリダベン、テブフェンピラ
ド、トルフェンピラド、ヒドラメチルノン、ジコホール、ロテノン、アセキノシル、フル
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アクリピリム、バチルス・チューリンゲンシス株、スピロジクロフェン、スピロメシフェ
ン、３－（２，５－ジメチルフェニル）－８－メトキシ－２－オキソ－１－アザスピロ［
４．５］デカ－３－エン－４－イルエチルカーボネート（別名：カルボン酸、３－（２，
５－ジメチルフェニル）－８－メトキシ－２－オキソ－ｌ－アザスピロ［４．５］デカ－
３－エン－４－イルエチルエステル、ＣＡＳ登録番号：３８２６０８－１０－８）及びカ
ルボン酸、ｃｉｓ－３－（２，５－ジメチルフェニル）－８－メトキシ－２－オキソ－ｌ
－アザスピロ［４．５］デカ－３－エン－４－イルエチルエステル（ＣＡＳ登録番号：２
０３３１３－２５－１）、フロニカミド、アミトラズ、プロパルギット、Ｎ２－［１，１
－ジメチル－２－（メチルスルホニル）エチル］－３－ヨード－Ｎ１－［２－メチル－４
－［１，２，２，２－テトラフルオロ－ｌ－（トリフルオロメチル）エチル］フェニル］
－１，２－ベンゼンジカルボキサミド（ＣＡＳ登録番号：２７２４５１－６５－７）、チ
オシクラムシュウ酸塩、チオスルタップ－ナトリウム、アザジラクチン、バチルス属、ボ
ーベリア（Ｂｅａｕｖｅｒｉａ）属、コドルモン（Ｃｏｄｌｅｍｏｎｅ）、メタルヒジウ
ム（Ｍｅｔａｒｒｈｉｚｉｕｍ）属、ペシロミセス属、チューリンゲンシン（Ｔｈｕｒｉ
ｎｇｉｅｎｓｉｎ）、バーティシリウム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｉｌｕｍ）属、リン化アルミ
ニウム、臭化メチル、フッ化スルフリル、氷晶石、フロニカミド、ピメトロジン、クロフ
ェンテジン、エトキサゾール、ヘキシチアゾックス、アミドフルメト、ベンクロチアズ、
ベンゾキシメート、ビフェナゼート、ブロモプロピレート、ブプロフェジン、チノメチオ
ナート、クロルジメホルム、クロロベンジレート、クロロピクリン、クロチアゾベン（ｃ
ｌｏｔｈｉａｚｏｂｅｎ）、シクロプレン、ジシクラニル、フェノキサクリム（ｆｅｎｏ
ｘａｃｒｉｍ）、フェントリファニル（ｆｅｎｔｒｉｆａｎｉｌ）、フルベンジミン、フ
ルフェネリム、フルテンジン（ｆｌｕｔｅｎｚｉｎ）、ゴシプルアー（ｇｏｓｓｙｐｌｕ
ｒｅ）、ヒドラメチルノン、ジャポニルアー（ｊａｐｏｎｉｌｕｒｅ）、メトキアジアゾ
ン、石油、ピペロニルブトキシド、オレイン酸カリウム、ピリダリル、テトラジホン、テ
トラサル、トリアラセン（ｔｒｉａｒａｔｈｅｎｅ）、ベルブチン（ｖｅｒｂｕｔｉｎ）
。
【０１４４】
　除草剤と一緒に好ましく使用される殺虫剤は、例えば、以下のものである：
アセトアミプリド、アクリナトリン、アルジカルブ、アミトラズ、アシンホス－メチル（
ａｃｉｎｐｈｏｓ－ｍｅｔｈｙｌ）、シフルトリン、カルバリル、シペルメトリン、デル
タメトリン、エンドスルファン、エトプロホス、フェナミホス、フェンチオン、フィプロ
ニル、イミダクロプリド、メタミドホス、メチオカルブ、ニクロサミド、オキシデメトン
－メチル、プロチオホス、シラフルオフェン、チアクロプリド、チオジカルブ、トラロメ
トリン、トリアゾホス、トリクロルホン、トリフルムロン、テルブホス、ホノホス、ホレ
ート、クロルピリホス、カルボフラン、テフルトリン。
【０１４５】
　本発明に係る活性化合物配合物は、非農耕地、道路、線路、工場敷地（「工業的雑草制
御」）の、又は例えば温帯、亜熱帯及び熱帯の気候または地勢のプランテーション作物に
おける、広いスペクトルの雑草を防除するのに好適である。プランテーション作物の例と
しては、アブラヤシ、堅果類（ｎｕｔｓ）（例えば、アーモンド、ヘーゼルナッツ、クル
ミ、マカダミア）、ココナツ、液果類（ｂｅｒｒｉｅｓ）、アブラヤシ、ゴムノキ、柑橘
類（例えばオレンジ、レモン、マンダリン）、バナナ、パイナップル、綿、砂糖キビ、茶
、コーヒー、カカオ等である。それらはまた果実（例えばリンゴ、ナシ、サクランボ、マ
ンゴー、キウイのようなナシ状果類）の栽培及びブドウ栽培にとって好適なものである。
当該組成物はまた、播種（「焼畑（ｂｕｒｎ－ｄｏｗｎ）」農法、「不耕起栽培（ｎｏ－
ｔｉｌｌ）」農法もしくは「不耕起栽培（ｚｅｒｏ－ｔｉｌｌ）」法）のためまたは収穫
後の処理（「農薬休閑（ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｆａｌｌｏｗ）」のための土壌の準備のため
にも使用することができる。活性化合物配合物の潜在的な用途は、樹木作物、例えば若い
クリスマスツリーの樹木作物又はユーカリ・プランテーションのそれぞれの場合において
、植林前又は移植後（更に樹木上からの施用）の雑草防除にも拡張することができる。
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【０１４６】
　これらの組成物はまた、穀類（コムギ、オオムギ、ライムギ、カラスムギ、モロコシ、
トウモロコシおよびイネ）、砂糖大根、サトウキビ、菜種、綿、大豆、ジャガイモ、トマ
ト、エンドウ豆および他の種々の野菜類のような経済的に重要な作物から選択される作物
においても使用することができる。穀類及びトウモロコシのような作物植物において活性
化合物（Ａ）および（Ｂ）を使用するときは、作物植物の如何によるが、作物植物に対す
る損傷を防止又は減少するために特定の施用量を超えた薬害軽減剤の施用が好都合である
。
【０１４７】
　本発明に係る除草活性化合物配合物はそれぞれの用途剤型（＝除草剤組成物）において
除草剤の作用および選択性に関して相乗的に効果があり、雑草スペクトルの観点からも好
ましい作用を有している。これらは経済的に重要な単子葉または双子葉の有害植物の広範
なスペクトルに対して優れた除草活性を有している。これらの活性化合物は、地下茎、根
茎または他の多年生器官からシュートを生じ、抑制が困難な多年生有害植物に対しても有
効に作用する。使用の際に、これらの活性化合物配合物は植物（例えば単子葉もしくは双
子葉雑草または望ましくない作物植物のような有害植物）、種子（例えば穀物、種子また
は芽を伴う塊茎もしくはシュートなどの栄養繁殖器官）または植物が成長している領域（
例えば栽培下にある土地）に対して施用することができる。
【０１４８】
　この内容において、これらの物質を播種前（適当な場合地中に混入することによって）
、発芽前または発芽後に施用することができる。まだ発芽していないかまたは既に発芽し
ている有害植物に対するプランテーション作物の播種後早期の発芽前処理法による施用ま
たは発芽後処理法による施用が好ましい。この施用はまた、反復分施法（連続処理、体系
処理）を伴う雑草管理システムに組み入れることもできる。
【０１４９】
　具体的には、本発明に係る活性化合物配合物によって抑制することのできる単子葉およ
び双子葉雑草フロラのいくつかの代表的なものを例示しているが、これらの列挙は、特定
の種に限定するものではない。
【０１５０】
　単子葉雑草種の中からは、例えばこの組成物は一年生のグループからのエギプロス属（
Ａｅｇｉｌｏｐｓ）、カモジグサ属（Ａｇｒｏｐｙｒｏｎ）、コヌカグサ属（Ａｇｒｏｓ
ｔｉｓ）、スズメノテッポウ属（Ａｌｏｐｅｃｕｒｕｓ）、アペラ属（Ａｐｅｒａ）、カ
ラスムギ属（Ａｖｅｎａ）、ビロードキビ属（Ｂｒａｃｈｉｃａｒｉａ）、スズメノチャ
ヒキ属（Ｂｒｏｍｕｓ）、ギョウギシバ属（Ｃｙｎｏｄｏｎ）、タツノツメガヤ属（Ｄａ
ｃｔｙｌｏｃｔｅｎｉｕｍ）、メヒシバ属（Ｄｉｇｉｔａｒｉａ）、ヒエ属（Ｅｃｈｉｎ
ｏｃｈｌｏａ）、ハリイ属（Ｅｌｅｏｃｈａｒｉｓ）、オヒシバ属（Ｅｌｅｕｓｉｎｅ）
、スズメガヤ属（Ｅｒａｇｒｏｓｔｉｓ）、ナルコビエ属（Ｅｒｉｏｃｈｌｏａ）、ウシ
ノケグサ属（Ｆｅｓｔｕｃａ）、テンツキ属（Ｆｉｍｂｒｉｓｔｙｌｉｓ）、チガヤ属（
Ｉｍｐｅｒａｔａ）、カモノハシ属（Ｉｓｃｈａｅｍｕｍ）、アメリカコナギ属（Ｈｅｔ
ｅｒａｎｔｈｅｒａ）、アゼガヤ属（Ｌｅｐｔｏｃｈｌｏａ）、ドクムギ属（Ｌｏｌｉｕ
ｍ）、ミズアオイ属（Ｍｏｎｏｃｈｏｒｉａ）、キビ属（Ｐａｎｉｃｕｍ）、スズメノヒ
エ属（Ｐａｓｐａｌｕｍ）、クサヨシ属（Ｐｈａｌａｒｉｓ）、アワガエリ属（Ｐｈｌｅ
ｕｍ）、イチゴツナギ属（Ｐｏａ）、ツノアイアシ属（Ｒｏｔｔｂｏｅｌｌｉａ）、オモ
ダカ属（Ｓａｇｉｔｔａｒｉａ）、ホタルイ属（Ｓｃｉｒｐｕｓ）、エノコログサ属（Ｓ
ｅｔａｒｉａ）、モロコシ属（Ｓｏｒｇｈｕｍ）、スフェノクレア属（Ｓｐｈｅｎｏｃｌ
ｅａ）、およびカヤツリグサ属（Ｃｙｐｅｒｕｓ）を抑制する。
【０１５１】
　双子葉雑草種の場合においては、この活性スペクトルは例えば以下のような種に拡張す
る：イチビ属（Ａｂｕｔｉｌｏｎ）、ヒユ属（Ａｍａｒａｎｔｈｕｓ）、ブタクサ属（Ａ
ｍｂｒｏｓｉａ）、アノダ属（Ａｎｏｄａ）、アンテミス属（Ａｎｔｈｅｍｉｓ）、バラ
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科（Ａｐｈａｎｅｓ）、ヨモギ属（Ａｒｔｅｍｉｓｉａ）、ハマアカザ属（Ａｔｒｉｐｌ
ｅｘ）、ヒナギク属（Ｂｅｌｌｉｓ）、センダングサ属（Ｂｉｄｅｎｓ）、ナズナ属（Ｃ
ａｐｓｅｌｌａ）、ヒレアザミ属（Ｃａｒｄｕｕｓ）、カワラケツメイ属（Ｃａｓｓｉａ
）、ヤグルマギク属（Ｃｅｎｔａｕｒｅａ）、アカザ属（Ｃｈｅｎｏｐｏｄｉｕｍ）、ア
ザミ属（Ｃｉｒｓｉｕｍ）、セイヨウヒルガオ属（Ｃｏｎｖｏｌｖｕｌｕｓ）、チョウセ
ンアサガオ属（Ｄａｔｕｒａ）、ヌスビトハギ属（Ｄｅｓｍｏｄｉｕｍ）、エメックス属
（Ｅｍｅｘ）、オランダフウロ属（Ｅｒｏｄｉｕｍ）、エゾスズシロ属（Ｅｒｙｓｉｍｕ
ｍ）、トウダイグサ属（Ｅｕｐｈｏｒｂｉａ）、チシマオドリコソウ属（Ｇａｌｅｏｐｓ
ｉｓ）、コゴメギク属（Ｇａｌｉｎｓｏｇａ）、ヤエムグラ属（Ｇａｌｉｕｍ）、フヨウ
属（Ｈｉｂｉｓｃｕｓ）、イポメア属（Ｉｐｏｍｏｅａ）、ホウキギ属（Ｋｏｃｈｉａ）
、オドリコソウ属（Ｌａｍｉｕｍ）、マメグンバイナズナ属（Ｌｅｐｉｄｉｕｍ）、アゼ
ナ属（Ｌｉｎｄｅｒｎｉａ）、シカギク属（Ｍａｔｒｉｃａｒｉａ）、ハッカ属（Ｍｅｎ
ｔｈａ）、ヤマアイ属（Ｍｅｒｃｕｒｉａｌｉｓ）、ザクロソウ（Ｍｕｌｌｕｇｏ）、ワ
スレナグサ属（Ｍｙｏｓｏｔｉｓ）、ケシ属（Ｐａｐａｖｅｒ）、アサガオ属（Ｐｈａｒ
ｂｉｔｉｓ）、オオバコ属（Ｐｌａｎｔａｇｏ）、タデ属（Ｐｏｌｙｇｏｎｕｍ）、スベ
リヒユ属（Ｐｏｒｔｌａｃａ）、キンポウゲ属（Ｒａｎｕｎｃｕｌｕｓ）、ダイコン属（
Ｒａｐｈａｎｕｓ）、イヌガラシ属（Ｒｏｒｉｐｐａ）、キカシグサ属（Ｒｏｔａｌａ）
、ギシギシ属（Ｒｕｍｅｘ）、オカヒジキ属（Ｓａｌｓｏｌａ）、セネシオ属（Ｓｅｎｅ
ｃｅｉｏ）、ツノクサネム属（Ｓｅｓｂａｎｉａ）、キンゴジカ属（Ｓｉｄａ）シロガラ
シ属（Ｓｉｎａｐｉｓ）、ナス属（Ｓｏｌａｎｕｍ）、ノゲシ属（Ｓｏｎｃｈｕｓ）、ス
フエノクレア属（Ｓｐｈｅｎｏｃｌｅａ）、ハコベ属（Ｓｔｅｌｌａｒｉａ）、タンポポ
属（Ｔａｒａｘａｃｕｍ）、グンバイナズナ属（Ｔｈｌａｓｐｉ）、シャクジソウ属（Ｔ
ｒｉｆｏｌｉｕｍ）、イラクサ属（Ｕｒｔｉｃａ）、ベロニカ属（Ｖｅｒｏｎｉｃａ）、
スミレ属（Ｖｉｏｌａ）、オナモミ属（Ｘａｎｔｈｉｕｍ）。
【０１５２】
　本発明に係る活性化合物配合物を発芽前に土壌表面に施用した場合、雑草苗の発生を完
全に抑制するか、又は雑草は子葉期に達するまで生育するが、その後生育は停止し、遂に
は３から４週間経過後に完全に枯死する。
【０１５３】
　これらの活性化合物を出芽後に植物の緑色部分に施用した場合、処理後生育が停止し、
有害植物は施用時の生育段階で止まるかまたは一定期間経過後に完全に枯死し、その結果
この方法において作物植物にとって有害な雑草との競合は極めて早期の時点で除去するこ
とができ、そしてそれを持続させることができる。　
【０１５４】
　本発明に係る除草剤組成物は、即効性及び長期持続性の除草作用によって区別される。
概して、本発明に係る配合物中の活性化合物の耐雨性は有利である。特に有利な点は、配
合物中に用いられ有効である化合物（Ａ）及び（Ｂ）の施用量を、その土壌作用が最適な
弱さであるように少量に調節することができることである。これにより、第一の場所でこ
れらを感度の高い作物にも使用することができるということのみならず、地下水汚染を事
実上回避することができる。本発明に係る活性化合物の配合物によって、必要とする活性
化合物の施用量をかなり少なくすることができる。
【０１５５】
　除草剤（Ａ）と（Ｂ）を組み合わせ使用により、その組み合わせについて、個々の除草
剤の既知の特性に基づいて予想されたことを超える施用特性が得られる。例えば、特定の
種の有害植物について、これらの除草活性は標準的な方法（例えば、コルビー（以下を参
照のこと）または他の推定法によって推定される予想値を超えた。従って、この相乗効果
により個々の活性化合物の施用量の減少、同じ施用量でのより高い効果、以前では抑制で
きなかった有害植物種（ギャップ）の抑制、より高い残留作用、より長い作用期間、作用
のより早い開始、施用期間の拡張および／または必要とされる多くの個々の施用の減少な
らびに結果としてユーザーにとってはより経済的で環境にやさしい有利な雑草抑制システ
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ムが可能となる。
【０１５６】
　本発明に係る配合物は単子葉および双子葉の雑草に対して際立った除草活性を有してい
るが、多くの経済的に重要な作物植物は低い程度で損傷を受けるだけであり、少しも本発
明に係る個々の活性化合物配合物の構造および施用量に依存していない。この内容におけ
る経済的に重要な作物は、例えば以下の属の双子葉作物：ラッカセイ（Ａｒａｃｈｉｓ）
属、Ｂｅｔａ属（ビート）、アブラナ（Ｂｒａｓｓｉｃａ）属、キュウリ（Ｃｕｃｕｍｉ
ｓ）属、カボチャ（Ｃｕｃｕｒｂｉｔａ）属、ヒマワリ（Ｈｅｌｉａｎｔｈｕｓ）属、ニ
ンジン（Ｄａｕｃｕｓ）属、ダイズ（Ｇｌｙｃｉｎｅ）属、ワタ（Ｇｏｓｓｙｐｉｕｍ）
属、サツマイモ（Ｉｐｏｍｏｅａ）属、アキノゲシ（Ｌａｃｔｕｃａ）属、アマ（Ｌｉｎ
ｕｍ）属、トマト（Ｌｙｃｏｐｅｒｓｉｃｏｎ）属、タバコ（Ｎｉｃｏｔｉａｎａ）属、
インゲンマメ（Ｐｈａｓｅｏｌｕｓ）属、エンドウ（Ｐｉｓｕｍ）属、ナス（Ｓｏｌａｎ
ｕｍ）属、ソラマメ（Ｖｉｃｉａ）属、または以下の単子葉作物である：ネギ（Ａｌｌｉ
ｕｍ）属、パイナップル（Ａｎａｎａｓ）属、アスパラガス属、カラスムギ（Ａｖｅｎａ
）属、オオムギ（Ｈｏｒｄｅｕｍ）属、イネ（Ｏｒｙｚａ）属、キビ（Ｐａｎｉｃｕｍ）
属、サトウキビ（Ｓａｃｃｈａｒｕｍ）属、ライムギ（Ｓｅｃａｌｅ）属、モロコシ（Ｓ
ｏｒｇｈｕｍ）属、Ｔｒｉｔｉｃａｌｅ属（ライコムギ）、コムギ（Ｔｒｉｔｉｃｕｍ）
属、トウモロコシ（Ｚｅａ）属。
【０１５７】
　本発明に係る組成物の幾つかはさらに作物植物における顕著な成長調節特性を有してい
る。これらは調節する形で植物代謝に関与し、それ故植物成分の標的制御、および乾燥誘
発及び発育抑制によるような収穫の容易化に用いることができる。さらに、生育中の植物
を損なうことなく、望ましくない栄養成長を一般的に抑制又は阻害するのに好適である。
栄養成長の阻害は、倒伏を減少またはは完全に防止することができるため、多くの単子葉
及び双子葉の作物において重要な役割を果している。
【０１５８】
　これらの除草剤特性および植物成長制御特性のために、当該組成物は、既知の植物また
はこれから開発され、従来の突然変異生成もしくは遺伝子組み換えによって改変される耐
性作物植物中の有害植物を防除するために使用することができる。一般に、トランスジェ
ニック植物は、本発明に係る組成物に対して耐性であることに加えて、特に有利な特性、
例えば植物病害あるいは或る種の昆虫、または真菌、細菌もしくはウイルスのような微生
物のような植物病原体に対する耐性によって区別される。その他の格別な特性としては、
例えば収穫物の収量、品質、貯蔵性、組成及び特殊成分に関するものがある。従って、デ
ンプン含量が増加している、もしくはデンプンの質が改変されているトランスジェニック
植物、または収穫物の脂肪酸組成が異なるトランスジェニック植物が知られている。さら
に特別な特性を、非生物的ストレス因子（ａｂｉｏｔｉｃ　ｓｔｒｅｓｓ　ｆａｃｔｏｒ
）（例えば、熱、寒さ、日照り、塩および紫外光など）に対する耐性または抵抗力に見出
すことができる。
【０１５９】
　好ましくは、本発明に係る活性化合物配合物は除草剤の、植物に有害な作用に対して耐
性のある、または遺伝子組み換えによって耐性をつけられた有用植物の作物中の除草剤と
して用いることができる。
【０１６０】
　現存する植物と比較して変異した特性を有する新規植物の発生のための従来の方法とし
ては、例えば伝統的な育種法及び突然変異体の作成がある。別法として、変異した特性を
有する新規植物は、組換え方法の助けを得て発生させることができる（例えば、ＥＰ－Ａ
－０２２１０４４、ＥＰ－Ａ－０１３１６２４を参照）。例えば以下のような幾つかのケ
ースが記載されている。
【０１６１】
　－　植物中で合成されるデンプンを変異するための作物植物の組換え修飾法（例えばＷ
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Ｏ９２／１１３７６、ＷＯ９２／１４８２７、ＷＯ９１／１９８０６）、
　－　例えば、スルホニルウレア系（ＥＰ－Ａ－０２５７９９３、ＵＳ－Ａ－５０１３６
５９）の他の除草剤に対して耐性を示すトランスジェニック作物植物
　－　特定の害虫に対して耐性のある植物にするバチルスツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌ
ｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）毒素（Ｂｔ毒素）を産生する能力を備えたトラン
スジェニック作物植物（ＥＰ－Ａ－０１４２９２４、ＥＰ－Ａ－０１９３２５９）
　　－　改変された脂肪酸組成を有するトランスジェニック作物植物（ＷＯ９１／１３９
７２）
　－　新規成分または二次化合物（例えば、病気に対する耐性を増加させる新規のフィト
アレキシン）を有する遺伝子組み換えされた作物植物（ＥＰＡ３０９８６２、ＥＰＡ０４
６４４６１）
　－　より高い収率およびより高いストレス耐性を提供する、光呼吸を低減させた遺伝子
組み換え植物（ＥＰＡ０３０５３９８）
　－　薬理学上または診断上重要なタンパク質を産生する（「分子製薬（ｍｏｌｅｃｕｌ
ａｒ　ｐｈａｒｍｉｎｇ）」）トランスジェニック作物植物
　－　より高収率またはより良い品質で区別されるトランスジェニック作物植物
　－　組み合わせ（例えば、上述の新規の特性）（「遺伝子スタッキング」）によって区
別されるトランスジェニック作物植物。
【０１６２】
　改変された特性を有する新規なトランスジェニック植物を生成させるのに役立つ分子生
物学における数多くの技術は、原理的には既知のものであり；例えば、Ｉ．Ｐｏｔｒｙｋ
ｕｓ　ａｎｄ　Ｇ．Ｓｐａｎｇｅｎｂｅｒｇ（ｅｄｓ．）Ｇｅｎｅ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　
ｔｏ　Ｐｌａｎｔｓ，Ｓｐｒｉｎｇｅｒ　Ｌａｂ　Ｍａｎｕａｌ（１９９５），Ｓｐｒｉ
ｎｇｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ　Ｂｅｒｌｉｎ，Ｈｅｉｄｅｌｂｅｒｇ　ｏｒ　Ｃｈｒｉｓｔｏ
ｕ，「Ｔｒｅｎｄｓ　ｉｎ　Ｐｌａｎｔ　Ｓｃｉｅｎｃｅ」１（１９９６）４２３－４３
１）を参照することができる。
【０１６３】
　このような組換え操作の遂行のため、ＤＮＡ配列の組換えにより突然変異誘導又は配列
変換を生じさせるように、核酸分子をプラスミド中に導入することができる。例えば、標
準的な方法によって、例えば、塩基置換を遂行すること、配列を除去すること、又は天然
の若しくは合成された配列を付加することが可能である。ＤＮＡ断片を互いに結合させる
ために、アダプター又はリンカーを加えてもよく、例えばＡ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｍ
ａｎｕａｌ，２ｎｄ　Ｅｄ．，Ｃｏｌｄ　Ｓｐｒｉｎｇ　Ｈａｒｂｏｒ　Ｌａｂｏｒａｔ
ｏｒｙ　Ｐｒｅｓｓ，Ｃｏｌｄ　Ｓｐｒｉｎｇ　Ｈａｒｂｏｒ，ＮＹ；またはＷｉｎｎａ
ｃｋｅｒ「Ｇｅｎｅ　ｕｎｄ　Ｋｌｏｎｅ」［Ｇｅｎｅｓ　ａｎｄ　Ｃｌｏｎｅｓ］，Ｖ
ＣＨ　Ｗｅｉｎｈｅｉｍ　２ｎｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ　１９９６を参照のこと。
【０１６４】
　遺伝子産生の低下した活性を持つ植物細胞は、例えば、少なくとも一つの適切なアンチ
センスＲＮＡ、共抑制作用（ｃｏｓｕｐｐｒｅｓｓｉｏｎ　ｅｆｆｅｃｔ）を遂行するセ
ンスＲＮＡの発現、又は上記の遺伝子産生の転写産物を特異的に切断する少なくとも一つ
の適切に構成されたリボザイムの発現により首尾よく得ることができる。
【０１６５】
　この目的ために、存在しているかもしれない如何なるフランキング配列を含む、遺伝子
産物のコード配列の全てを含むＤＮＡ分子を第一に使用することは可能であるが、またコ
ード配列の一部分しか含んでいないＤＮＡ分子でも、その部分が細胞中でアンチセンス作
用を引き起こすに十分な長さであれば、それを使用することも可能である。遺伝子産物の
コード配列と完全には同一ではないが、高度の相同性を有しているＤＮＡ配列を使用する
こともまた可能である。
【０１６６】
　植物中で核酸分子を発現するときは、合成されたタンパク質は植物細胞のどのコンパー
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トメント（小胞）中にでも局在させることができる。しかしながら、特殊なコンパートメ
ント中に局在させるために、コード領域は例えば特定のコンパートメント中の局在を確実
にするＤＮＡ配列に結合させることができる。そのような配列は当業者にとっては既知の
ものである（例えば、Ｂｒａｕｎ　ら、ＥＭＢＯ　Ｊ．１１（１９９２）、３２１９－３
２２７；Ｗｏｌｔｅｒら、Ｐｒｏｃ．Ｎａｔｌ．Ａｃａｄ．Ｓｃｉ．ＵＳＡ　８５（１９
８８）、８４６－８５０；Ｓｏｎｎｅｗａｌｄら、Ｐｌａｎｔ　Ｊ．１（１９９１）、９
５－１０６を参照）。これらの核酸分子もまた、この植物細胞のオルガネラ中で発現され
得る。
【０１６７】
　トランスジェニック植物の細胞は、既知の方法により再生して、一個の完全な植物体へ
と生育させることができる。原理的には、トランスジェニック植物は、如何なる所望する
植物種（即ち単子葉植物及び双子葉植物の両方）の植物とすることができる。このように
トランスジェニック植物は、相同（即ち、天然）遺伝子若しくは遺伝子配列の過剰発現、
抑制若しくは阻害、又は非相同（即ち、外来）遺伝子若しくは遺伝子配列の発現により修
飾された特性を現すものとして得ることができる。
【０１６８】
　本発明に係る活性化合物配合物は、好ましくは用いられる活性化合物に対して耐性があ
るかまたは耐性がつくられたトランスジェニック作物において用いられる。
【０１６９】
　好ましくは、本発明に係る活性化合物配合物はまた、成長物質（例えば、ジカンバ）、
または重要な植物酵素を阻害する除草剤（例えばアセト乳酸合成酵素（ＡＬＳ）、ＥＰＳ
Ｐ合成酵素、グルタミン合成酵素（ＧＳ）またはヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシ
ゲナーゼ（ＨＰＰＤ））、スルホニルウレア、グリフォセート、グルホシネートまたはベ
ンゾイルイソキサゾールおよび類似する活性化合物の群由来の除草剤に対して耐性を持つ
トランスジェニック作物にも用いることができる。
【０１７０】
　従って、本発明はまた、（適当な場合有用植物の作物中、好ましくは非農耕地またはプ
ランテーション作物中の）望ましくない植生を抑制する方法も提供し、ここで１つまたは
それ以上のタイプ（Ａ）の除草剤および１つまたはそれ以上のタイプ（Ｂ）の除草剤をそ
れらの有害植物、植物の一部もしくは植物の種子、または栽培領域に施用する。
【０１７１】
　本発明はまた、適当な場合有用植物の作物中、好ましくは非農耕地およびプランテーシ
ョン作物中の有害植物の抑制のための化合物（Ａ）＋（Ｂ）の新規配合物の使用を提供す
る。
【０１７２】
　本発明に係る活性化合物配合物はまた、適当な場合さらなる活性化合物、添加物および
／または市販の製剤補助剤を含む２成分の混合製剤として呈することができ、これらはそ
の後水で希釈する慣習的な様式で施用されるかまたは別々に処方されるかもしくは部分的
に別々に処方された成分と水とを合わせる希釈によるタンクミックスとして製造される。
【０１７３】
　これらの化合物（Ａ）および（Ｂ）またはこれらの配合物は、一般的な生物学的及び／
又は化学物理的パラメーターに依存して、種々の方法で製剤することができる。調製可能
な好適な製剤の例としては、水和剤（ＷＰ）、水溶性粉剤（ＳＰ）、乳剤（ＥＣ）、水溶
性濃縮剤、液剤（ＳＬ）、水中油型及び油中水型エマルションのようなエマルション製剤
（ＥＷ）、噴霧用溶液またはエマルション、油又は水ベースの分散剤、油分散剤（ＯＤ）
、サスポエマルション、懸濁濃縮剤（ＳＣ）、油混和性溶液、カプセル懸濁剤（ＣＳ）、
粉剤（ＤＰ）、種子粉衣製品、拡散用及び土壌処理用粒剤、マイクログラニュールの形状
の粒剤（ＧＲ）、噴霧用粒剤、被覆粒剤及び吸着粒剤、水－分散性粒剤（ＷＧ）、水－可
溶性粒剤（ＳＧ）、ＵＬＶ製剤、マイクロカプセル剤及びワックス剤がある。
【０１７４】
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　従って本発明はまた、本発明に係る活性化合物配合物を含む除草剤および植物成長調節
組成物に関連する。
【０１７５】
　本発明の剤型は、原則的には例えば、Ｗｉｎｎａｃｋｅｒ－Ｋｕｅｃｈｌｅｒ、「Ｃｈ
ｅｍｉｓｃｈｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅ」［Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎ
ｇ］、Ｖｏｌｕｍｅ　７、Ｃ．Ｈａｎｓｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ　Ｍｕｎｉｃｈ、４ｔｈ　Ｅ
ｄ．１９８６、ｖａｎ　Ｖａｌｋｅｎｂｕｒｇ、「Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ　Ｆｏｒｍｕｌａ
ｔｉｏｎｓ」、Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ、Ｎ．Ｙ．、１９７３；Ｋ．Ｍａｒｔｅｎｓ
、「Ｓｐｒａｙ　Ｄｒｙｉｎｇ」Ｈａｎｄｂｏｏｋ、３ｒｄ　Ｅｄ．１９７９、Ｇ．Ｇｏ
ｏｄｗｉｎ　Ｌｔｄ．Ｌｏｎｄｏｎに記載されている。
【０１７６】
　不活性化合物、界面活性剤、溶剤及びその他の添加物のような必要な製剤補助剤も同様
に既知のものであり、例えば以下に記載されている：Ｗａｔｋｉｎｓ，「Ｈａｎｄｂｏｏ
ｋ　ｏｆ　Ｉｎｓｅｃｔｉｃｉｄｅ　Ｄｕｓｔ　Ｄｉｌｕｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｃａｒｒｉ
ｅｒｓ」，２ｎｄ　Ｅｄ．，Ｄａｒｌａｎｄ　Ｂｏｏｋｓ，Ｃａｌｄｗｅｌｌ　Ｎ．Ｊ．
，Ｈ．ｖ．Ｏｌｐｈｅｎ，「Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ｃｌａｙ　Ｃｏｌｌｏｉ
ｄ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ」；２ｎｄＥｄ．，Ｊ．Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎｓ，Ｎ．Ｙ．；Ｍａ
ｒｓｄｅｎ，「Ｓｏｌｖｅｎｔｓ　Ｇｕｉｄｅ」；２ｎｄ　Ｅｄ．，Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅ
ｎｃｅ，Ｎ．Ｙ．　１９６３；ＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ「Ｄｅｔｅｒｇｅｎｔｓ　ａｎ
ｄ　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ　Ａｎｎｕａｌ」，ＭＣ　Ｐｕｂｌ．Ｃｏｒｐ．，Ｒｉｄｇ
ｅｗｏｏｄ　Ｎ．Ｊ．；Ｓｉｓｌｅｙ　ａｎｄ　Ｗｏｏｄ，「Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ
　ｏｆ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ａｃｔｉｖｅ　Ａｇｅｎｔｓ」，Ｃｈｅｍ．Ｐｕｂｌ．Ｃｏ．
Ｉｎｃ．，Ｎ．Ｙ．１９６４；Ｓｃｈｏｅｎｆｅｌｄｔ，「Ｇｒｅｎｚｆｌａｅｃｈｅｎ
ａｋｔｉｖｅ　Ａｅｔｈｙｌｅｎｏｘｉｄａｄｄｕｋｔｅ」［界面活性エチレンオキシド
アダクツ］，Ｗｉｓｓ．Ｖｅｒｌａｇｓｇｅｓｅｌｌ．，Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ　１９７６
；Ｗｉｎｎａｃｋｅｒ－Ｋｕｅｃｈｌｅｒ，「Ｃｈｅｍｉｓｃｈｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｉｅ」，Ｖｏｌｕｍｅ　７，Ｃ．Ｈａｎｓｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ　Ｍｕｎｉｃｈ，４ｔｈ　
Ｅｄ．１９８６。
【０１７７】
　これらの製剤をベースにして、他の農薬活性化合物（ｐｅｓｔｉｃｉｄａｌｌｙ　ａｃ
ｔｉｖｅ　ｃｏｍｐｏｕｎｄ）（例えば他の除草剤、殺菌剤、殺虫剤または他の害虫抑制
剤（例えば殺ダニ剤、殺線虫剤、軟体動物駆除剤、殺鼠剤、アブラムシ用殺虫剤、殺鳥類
剤（ａｖｉｃｉｄｅ）、殺幼虫剤、殺卵剤、殺菌剤、殺ウイルス剤、など））、および薬
害軽減剤、化学肥料および／または成長調節剤を含む配合物を、例えば調合済またはタン
クミックスの形態で調製することもできる。
【０１７８】
　水和剤は水中に均一に分散できる製剤であり、活性化合物に加えて、イオン性及び／又
は非イオン性界面活性剤（湿潤剤、分散剤）、例えばポリオキシエチル化アルキルフェノ
ール、ポリオキシエチル化脂肪アルコール、ポリオキシエチル化アミン、脂肪アルコール
ポリグリコールエーテルサルフェート、アルカンスルホネート、アルキルベンゼンスルホ
ネート、リグニンスルホン酸ナトリウム、２，２’－ジナフチルメタン－６，６’－ジス
ルホン酸ナトリウム、ジブチルナフタレンスルホン酸ナトリウム又はオレオイルメチルタ
ウリンナトリウムを希釈剤又は不活性化合物の他に追加的に含んでいる。水和剤を調製す
るために、除草活性化合物は、例えばハンマーミル、ブローイングミル及びエアージェッ
トミルのような慣用的な装置で細かく粉砕され、同時に又はその後に製剤補助剤と混合さ
れる。
【０１７９】
　乳剤は、１つ若しくはそれより多いイオン性及び／又は非イオン性の界面活性剤（乳化
剤）を加えた有機溶媒（ブタノール、シクロヘキサノン、ジメチルホルムアミド、キシレ
ン、若しくはその他のより高沸点の芳香族若しくは炭化水素、又はこれらの有機溶媒の混
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合物）に、活性化合物を溶解させることによって調製される。使用することができる乳化
剤の例としては、ドデシルベンゼンスルホン酸カルシウムのようなアルキルアリールスル
ホン酸カルシウム、又は脂肪酸ポリグリコールエステル、アルキルアリールポリグリコー
ルエーテル、脂肪アルコールポリグリコールエーテル、プロピレンオキシド／エチレンオ
キシド縮合物、アルキルポリエーテル、例えばソルビタン脂肪酸エステルのようなソルビ
タンエステル、又は例えばポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステルのようなポリオ
キシエチレンソルビタンエステル、のような非イオン性の乳化剤を挙げることができる。
【０１８０】
　粉剤は活性化合物を、細かく粉砕した固形物、例えばタルク、又はカオリン、ベントナ
イト及びパイロフィライトのような天然の粘土、又は珪藻土と一緒に粉砕して調製するこ
とができる。
【０１８１】
　懸濁製剤は水ベースのものであるか又は油ベースのものでありうる。これらの製剤は、
例えば慣用的なビードミルを用いて湿式粉砕法により、適当な場合、例えば上記の他の剤
型の場合おいて既に言及したように、界面活性剤を加えて調製することができる。
【０１８２】
　例えば水中油型エマルションのようなエマルション剤（ＥＷ）は、水性の有機溶媒を用
いて、例えばスターラー、コロイドミル及び／又はスタテイックミキサーにより調製する
ことができ、適当な場合、例えば上記の他の剤型の場合において既に言及したように界面
活性剤を加えて調製することができる。
【０１８３】
　粒剤は、吸着性の造粒された不活性化合物の上に活性化合物を噴霧することにより、又
は砂、カオリナイト、若しくは造粒された不活性化合物のような担体の表面に、活性物質
の濃縮物を、例えば、ポリビニルアルコール、ポリアクリル酸ナトリウム又はその他鉱油
のような展着剤の助けを得て施用することにより調製することができる。もしも肥料との
混合が望まれる場合は、肥料粒剤の製造に通常用いられる態様で、適当な活性化合物を造
粒することができる。
【０１８４】
　水－分散性粒剤は、噴霧乾燥法、流動床造粒法、デイスク造粒法、高速撹拌機による混
合法、及び固形不活性化合物なしでの押出し法のような慣用的な方法によって、一般的に
調製することができる。
【０１８５】
　一般的に、この農薬製剤はタイプ（Ａ）および／または（Ｂ）の活性化合物を、０．１
から９９質量％、殊に、０．２から９５質量％含んでおり、以下の濃度は剤型に慣習的に
依存する。水和剤の場合は活性化合物の濃度は、例えば約１０から９５質量％であり、残
部は慣用的な製剤成分により１００質量％としている。乳剤の場合は、活性化合物の濃度
は、約１から９０質量％、好ましくは５から８０質量％である。粉剤の製剤の場合は、多
くの場合、活性化合物を５から２０質量％含み、そして噴霧用溶液の場合は約０．０５か
ら８０質量％、好ましくは２から５０質量％の活性化合物を含んでいる。分散性粒剤の場
合は、活性化合物の濃度は、活性化合物が液体か固体かにより、また使用する造粒補助剤
、増量剤に部分的に依存している。水－分散性粒剤の場合は、例えば、活性化合物の含量
は１と９５質量％との間、好ましくは１０と８０質量％との間である。
【０１８６】
　付言するに、ここに言及した活性化合物の製剤は、適当な場合、展着剤、湿潤剤、分散
剤、乳化剤、浸透剤、保存剤、不凍剤、溶媒、増量剤、担体、着色剤、消泡剤、蒸発防止
剤、並びにｐＨ及び粘度調節剤のようなそれぞれの場合に通常用いられている助剤を含む
。
【０１８７】
　商業的に入手可能な剤型で存在する本製剤を使用するときは、水和剤、乳剤、分散剤及
び水－分散性粒剤の場合は、例えば水を用いて通常の仕方で稀釈される。粉剤、土壌粒剤
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、散布用粒剤、噴霧用溶液の剤型の製剤は、通常は使用前に他の不活性化合物では更に稀
釈されない。
【０１８８】
　当該活性化合物は、植物、植物の一部、植物の種子または栽培中の領域（農場の土壌）
、好ましくは緑色植物および植物の部分、および適切な場合には更に農場の土壌に施用す
ることができる。
【０１８９】
　一つの可能性としての使用はタンクミックスの形態での活性化合物の共施用（ｊｏｉｎ
ｔ　ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ）であり、個々の活性化合物の濃縮製剤（光学処方物）を、
水と一緒にタンク中で混合し、そうして得られた噴霧用混合物を施用するものである。
【０１９０】
　本発明に係る活性化合物（Ａ）および（Ｂ）の除草共製剤（ｊｏｉｎｔ　ｈｅｒｂｉｃ
ｉｄａｌ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）は、成分の量が互いに正しい比率で既に存在してい
るため、より簡単に施用できるという利点を有している。さらに、この製剤中のアジュバ
ンドは、異なる製剤のタンク混合がアジュバンドの望ましくない組み合わせをもたらす場
合があるにもかかわらず、互いに最適に調和させることができる。
【実施例】
【０１９１】
Ａ．一般処方例
　ａ）　粉剤は、１０質量部の活性化合物（Ａ）もしくは（Ｂ）、または活性化合物混合
物（Ａ）＋（Ｂ）（適切な場合さらなる活性化合物成分）および／またはこれらの塩、な
らびに不活性物質として９０質量部のタルクを混合し、その混合物をハンマーミルで粉末
にすることで得られた。
　ｂ）　容易に水に分散可能な水和剤は、２５質量部の活性化合物／活性化合物混合物、
不活性物質として６４質量部の石英を含有するカオリン、湿潤剤及び分散剤として１０質
量部のリグニンスルホン酸カリウム及び１質量部のオレオイルメチルタウリン酸ナトリウ
ムを混合し、その混合物をピン付デイスクミルで粉砕することにより得られた。
　ｃ）　容易に水に分散可能な分散製剤（dispersion concentrate）は、２０質量部の活
性化合物／活性化合物混合物、６質量部のアルキルフェノールポリグリコールエーテル（
Ｔｒｉｔｏｎ（登録商標）　Ｘ２０７）、３質量部のイソトリデカノールポリグリコール
エーテル（８ＥＯ）、及び７１質量部のパラフィン鉱油（沸点範囲は例えば約２５５から
２７７℃以上）を混合し、その混合物をボールミル中で５ミクロン以下の微粉度になるま
で粉砕することにより得られた。
　ｄ）　乳剤は１５質量部の活性化合物／活性化合物混合物、溶媒として７５質量部のシ
クロヘキサノン及び乳化剤として１０質量部のオキシエチレン化ノニルフェノール（oxet
hylated nonylphenol）より得られた。
　ｅ）　顆粒水和剤（water dispersible granules）は、
　　活性化合物／活性化合物混合物　７５重量部、
　　リグニンスルホン酸カルシウム　１０重量部、
　　ラウリル硫酸ナトリウム　５重量部、
　　ポリビニルアルコール　３重量部、及び
　　カオリン　７重量部
を混合し、その混合物をピン付デイスクミルで粉砕し、そしてその粉末を流動床中で造粒
液としての水に噴霧して造粒することにより得られた。
　ｆ）　顆粒水和剤は、
　　活性化合物／活性化合物　２５質量部、
　　２，２’－ジナフチルメタン－６，６’－ジスルホン酸ナトリウム　５質量部、
　　オレオイルメチルタウリン酸ナトリウム　２質量部、
　　ポリビニルアルコール　１質量部、
　　炭酸カルシウム　１７質量部、及び
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　　水　５０質量部
をコロイドミル中でホモジナイズ及び予備粉末化し、続いてその混合物をビードミル中で
粉砕して得られた懸濁液を、単一物質ノズルを用いてスプレイタワー中で噴霧しそして乾
燥して得られた。
【０１９２】
Ｂ．　生物学的実施例
１．　発芽前除草作用
　単子葉及び双子葉の有害植物の種子または根茎片を、ポットの砂壌土中に置いて土壌を
かけた。その後、濃厚水溶液（concentrated aqueous solutions）、水和剤又は乳剤に製
剤した組成物を、それぞれ水溶液、懸濁液又はエマルションとして、種々の薬量でヘクタ
ール当たり水３００から８００リットル（換算）の施用量で、覆土の表面に施用した。処
理後ポットを温室に移し、雑草にとって良好な生育条件下に維持した。実験期間３から４
週間後試験植物が発芽した後に植物又は発芽に対する損傷を目視で採点し、無処理対照と
比較した。試験結果により実証されるように、本発明に係る組成物は、広範囲のイネ科雑
草および広葉雑草に対して顕著な発芽前除草作用を有する。
【０１９３】
　相乗的除草効果の採点および評価：
活性化合物または活性化合物混合物の除草効力を、処理ポット（土壌）と未処理対照試料
との比較により目視で採点した。全ての植物地上部分の損傷および発育を記録した。採点
はパーセントスケールで行った（実施例値：１００％作用＝全植物が枯死または発芽なし
；５０％作用＝植物および緑色植物部分の５０％が枯死；０％作用＝認めうる作用なし＝
未処理コントロール区画と同様）。いずれの場合においても、スコア数は、２連（ポット
）の平均値であった。
【０１９４】
　本発明に係る混合剤（the combinations）を施用した場合、これらを単独で施用した場
合に現れる除草剤の効果の形式的な合計値を超える、除草効果が有害植物種に対してしば
しば観察された。一方、ある場合には、個々の製品と比較して、有害植物種に対して同じ
効果を達成するために必要な除草剤組み合わせ物の施用量がより低いことが観察された。
このような作用または効力における増強または施用量の減少から、相乗作用が強く示唆さ
れた。
【０１９５】
　観察されたデータが個々の施用による試験のデータの形式的な合計を既に超過している
場合、それらは以下の式を用いて計算され、相乗作用の指標とされるコルビー（Ｃｏｌｂ
ｙ）による推定値も同様超過する（Ｓ．Ｒ．Ｃｏｌｂｙ；Ｗｅｅｄｓ　１５（１９６７）
，ｐｐ．２０－２２参照）。
　　Ｅ　＝　Ａ＋Ｂ－（Ａ×Ｂ／１００）
　この式において：
　　Ａ　＝　ａ　ｇ　ＡＳ／ｈａ（１ｈａあたりａグラムのＡＳ）の施用量での活性化合
物（Ａ）の作用（％）；
　　Ｂ　＝　ｂ　ｇ　ＡＳ／ｈａの施用量での活性化合物（Ｂ）の作用（％）；　
　　Ｅ　＝ａ＋ｂ　ｇ　ＡＳ／ｈａ（１ｈａあたりａ＋ｂグラムのＡＳ）の組み合わせた
施用量での組み合わせ物（Ａ）＋（Ｂ）の作用の期待値（％）。
【０１９６】
　これらの実験で観察されたデータから、好適に低い用量で、コルビーによる期待値を超
える混合剤の作用が示された。
【０１９７】
２．　発芽後除草作用
　単子葉および双子葉雑草の種子または根茎片を、ポットの砂壌土中に置いて、覆土し、
温室内で良好な成長条件（温度、大気の湿度、水の供給）において成長させた。播種３週
後、試験植物の３葉期に本発明に係る組成物で処理する。水和剤または乳剤として製剤し
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た本発明に係る組成物を、種々の薬量で１ヘクタール当たり３００～８００リットルの施
用量（換算）を用いて、緑色植物部分に噴霧する。試験植物を温室内で最適成長条件下で
約３～４数週間保持したのち、製剤の効果を未処理コントロールと比較して目視で採点す
る（実施例１と同様の採点）。本発明に係る組成物は、また、広範囲の経済上重要なイネ
科雑草および広葉雑草に対して良好な発芽後除草作用を有する。ここで、本発明に係る混
合剤の効果は除草剤を個々に施用した場合の効果の形式的合計を超えることがしばしば観
察される。適切な低用量では、実験で観察される値は、コルビーの式を用いて計算した期
待値を超える組み合わせ作用を示す（実施例１における採点を参照のこと）。
【０１９８】
３．　発芽前および発芽後除草作用（アウトドア試験）
　セクション１および２の温室実験に対応して、試験を屋外の小区画で行った。採点は、
セクション１および２の試験と同様に行った。
【０１９９】
４．　除草作用および作物植物の耐性（アウトドア試験）
　作物植物を、屋外の小区画で自然アウトドア条件下で成長させ、典型的な有害植物の種
子または根茎片を植え付けるか、または自然の雑草成長を利用した。本発明に係る組成物
での処理を、有害植物発芽後で作物植物が、通例２～４葉期にあるときに行った；いくつ
かの場合に（上述のとおり）、個々の活性化合物または活性化合物混合剤を、発芽前処理
で施用したか、または部分的に発生前および／または発生後に逐次的処理として施用した
。プランテーション作物の場合において、一般的には個々の作物植物間の土壌のみを本活
性化合物で処理した。施用ののち、例えば施用２、４、６および８週後、製剤の効果を未
処理コントロールと比較して目視で採点した（採点については実施例１参照）。本発明に
係る組成物は、アウトドア試験においても、広範囲の経済上重要なイネ科雑草および広葉
雑草に対して相乗的除草活性を有する。この比較は、本発明に係る混合剤が、大部分の場
合に個々の除草剤の活性の合計よりも高い除草活性、いくつかの場合にはかなり高い除草
作用を有し、従って相乗作用を示すことを証明した。さらに、採点期間の重要な相におけ
る効果は、コルビーの式を用いて計算した期待値を超えたので、同様に相乗作用を示して
いる。これとは対照的に、作物植物は、本除草剤組成物で処理した結果として、たとえあ
ったとしてもほんのわずかな度合いの損傷しかなかった。
【０２００】
５．　特殊試験の実施例
　以下の略号を本明細書および以下の表にて用いる：
　ｇ　ＡＳ／ｈａ　＝　ヘクタールあたりの活性物質（＝１００％活性化合物）のグラム
数；
　個々の施用の活性の合計値をＥAとする；
　コルビー（Ｃｏｌｂｙ）に基づく期待値は、それぞれの場合においてＥCとする；
【０２０１】
実施例５．１
　一般実施例１（発芽前処理法）に従って、特定の組み合わせについてそれらの除草活性
を試験した。これらの結果を表４にまとめた。
【０２０２】
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【表４２】

【０２０３】
表４における略号および条件
条件：　　ポット試験／温室、発芽前処理法による施用、処理後２７日の評価
ＡＳ　＝　活性物質（１００％の活性化合物に基づく）
（Ａ２１）　＝表１の化合物（Ａ２１）＝２－アミノ－４－［（１Ｒ、２Ｓ）－２，６－
ジメチル－インダン－１－イルアミノ］－６－［（１Ｒ）－１－フルオロエチル］－１，
３，５－トリアジン
（Ｂ１．１．２）　＝チエンカルバゾン－メチル＝メチル４－［（４，５－ジヒドロ－３
－メトキシ－４－メチル－５－オキソ－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－１－イル）カ
ルボニルスルファモイル］－５－メチルチオフェン－３－カルボキシレート
【０２０４】
実施例５．２
　一般実施例１（発芽前処理法）に従って、特定の組み合わせについてそれらの除草活性
を試験した。これらの結果を表５にまとめた。
【０２０５】
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【表４３】

【０２０６】
表５における略号および条件
条件：　　各場合においてポット試験／温室、発芽前処理法による施用、処理後２８日の
評価
ＡＳ　＝　活性物質（１００％の活性化合物に基づく）
（Ａ２１）　＝表１の化合物（Ａ２１）＝２－アミノ－４－［（１Ｒ、２Ｓ）－２，６－
ジメチル－インダン－１－イルアミノ］－６－［（１Ｒ）－１－フルオロエチル］－１，
３，５－トリアジン
（Ｂ１．２．１）　＝テンボトリオン＝２－｛２－クロロ－４－メシル－３－［（２，２
，２－トリフルオロエトキシ）メチル］－ベンゾイル｝シクロヘキサン－１，３－ジオン
（Ｂ１．３）　＝エチル［［３－［２－クロロ－５－［３，６－ジヒドロ－３－メチル－
２，６－ジオキソ－４－（トリフルオロメチル）－１（２Ｈ）－ピリミジニル］－４－フ
ルオロフェノキシ］－２－ピリジニル］オキシ］アセテート
（Ｂ１．４．１）　＝Ｎ－（５，７－ジメトキシ［１，２，４］トリアゾロ［１，５－ａ
］ピリミジン－２－イル）－２－メトキシ－４－（トリフルオロメチル）ピリジン－３－
スルホンアミド
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（Ｂ１．６．１）　＝４－ヒドロキシ－３－［［２－［（２－メトキシエトキシ）メチル
］－６－トリフルオロメチル－３－ピリジニル］カルボニル］ビシクロ［３．２．１］オ
クタ－３－エン－２－オン
【０２０７】
実施例５．３
　一般実施例１（発芽前処理法）に従って、特定の組み合わせについてそれらの除草活性
を試験した。これらの結果を表６にまとめた。
【０２０８】
【表４４】
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【０２０９】
【表４５】

【０２１０】
表６における略号および条件
条件：　　各場合においてポット試験／温室、発芽前処理法による施用、処理後２８日の
評価
ＡＳ　＝　活性物質（１００％の活性化合物に基づく）
（Ａ２１）　＝表１の化合物（Ａ２１）＝２－アミノ－４－［（１Ｒ、２Ｓ）－２，６－
ジメチル－インダン－１－イルアミノ］－６－［（１Ｒ）－１－フルオロエチル］－１，
３，５－トリアジン
（Ｂ２．１．１）　＝ピラスルホトール＝（５－ヒドロキシ－１，３－ジメチル－１Ｈ－
ピラゾール－４－イル）－［２－（メチルスルホニル）－４－（トリフルオロメチル）フ
ェニル］メタノン
（Ｂ２．２．２）　＝トリフロキシスルフロンナトリウム塩＝１－（４，６－ジメトキシ
ピリミジン－２－イル）－３－［３－（２，２，２－トリフルオロエトキシ）－２－ピリ
ジルスルホニル］尿素ナトリウム塩
（Ｂ２．３．１）　＝サフルフェナシル＝２－クロロ－５－［３，６－ジヒドロ－３－メ
チル－２，６－ジオキソ－４－（トリフルオロメチル）－１（２Ｈ）－ピリミジニル］－
４－フルオロ－Ｎ－［［メチル（１－メチルエチル）アミノ］スルホニル］ベンズアミド
（Ｂ２．４．１）　＝アミノピラリド＝４－アミノ－３，６－ジクロロピリジン－２－カ
ルボン酸
（Ｂ２．５）　＝エトフメセート＝（ＲＳ）－Ｏ－（２－エトキシ－２，３－ジヒドロ－
３，３－ジメチルベンゾフラン－５－イル）メタンスルホネート
（Ｂ２．６．１）　＝アミノシクロピラクロル＝６－アミノ－５－クロロ－２－シクロプ
ロピルピリミジン－４－カルボン酸
（Ｂ３．１）　＝ピロキサスルホン＝３－［５－（ジフロロメトキシ）－１－メチル－３
－（トリフルオロメチル）－ピラゾール－４－イルメチルスルホニル］－４，５－ジヒド
ロ－５，５－ジメチル－１，２－オキサゾール
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